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法 

「社会福祉法等の一部を改正する法律」（平成 28 年法律第 21 号）附則第１条本文の規定に基

づき平成 29 年４月１日に改正される「社会福祉法」（昭和 26 年法律第 45 号） 

 

附則 

「社会福祉法等の一部を改正する法律」（平成 28 年法律第 21 号）附則 
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第１章 なぜ社会福祉法人制度を改革するのか 

１．社会福祉法人に求められる役割 

   わが国においては、急速な少子高齢化や措置から契約への移行など福祉

サービスの供給のあり方が変化する中、福祉ニーズは多様化・複雑化して

おり、高い公益性と非営利性を備えた社会福祉法人の役割はますます重要

になっています。 

   また、社会福祉法人は、社会福祉事業に係る福祉サービスの供給確保の

中心的な役割を果たすとともに、他の事業主体では対応できない様々な福

祉ニーズを充足することにより地域社会に貢献する役割を果たすため、こ

れまで以上に公益性の高い事業運営と国民に対する説明責任を果たすこと

が求められています。 

   今回の改革は、このような時代の要請に応え、これからも社会福祉法人

が福祉サービスの中心的な担い手としてあり続けるよう、その公益性と非

営利性を徹底する観点から制度の在り方を見直し、国民に対する説明責任

を果たしつつ、地域社会にさらに貢献する社会福祉法人を実現するために

すすめられます。 

 

 

２．社会福祉法改正の経緯 

国は、社会福祉法人制度改革をすすめるため、「社会福祉法等の一部を改

正する法律案（閣法第 67 号）」を、平成 27 年４月３日、第 189 回国会

（衆議院）に提出しました。 

   「社会福祉法等の一部を改正する法律案」は、平成 27 年７月３１日に

衆議院本会議で可決され、参議院に送付されましたが議決されず、継続審

査となりました。その後、平成 28 年３月２３日に参議院本会議（第１９

０回国会・平成 28 年通常国会）で可決、衆議院本会議で同年３月 31 日

に可決・成立し、同日、公布されました。 

   なお、改正社会福祉法の運用については、国の社会保障審議会福祉部会

などにおいて、引き続き、審議・検討が行われています。 
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３．社会福祉法人制度改革の概要 

   社会福祉法人制度改革は、社会福祉法人が本来有する「公益性」と「非

営利性」を徹底する観点から、５つの柱ですすめられています。 

 

 

 

 

              役員等の権限・義務・責任の明確化、評議員会 

による理事等を牽制監督する仕組みの導入など、 

法人が自律的に適正な運営を確保できるよう経 

営組織の見直しを行います 

 

 

 

              国民のみなさまが、事業運営の状況を入手し 

やすいようにすることで、信頼される社会福 

祉法人を目指します 

 

 

 

             適切かつ公正な支出管理やいわゆる内部留保の 

活用を促進する仕組みを整備し、国民のみなさ 

まに、明確に説明できる財務規律を確立します 

 

 

 

             複雑化・多様化する福祉ニーズに応えるため、 

             社会福祉法人の本旨に従い、他の事業主体では 

             対応が困難な福祉サービスの供給に積極的に取 

り組みます 

 

 

 

             社会福祉法人の「公益性」「非営利性」が確保さ 

れるよう指導監督等の規定を整備します 

 

経営組織のガバナンスの強化 

事業運営の透明性の向上 

財務規律の強化 

地域における公益的な取組を実施する責務 

行政の関与の在り方 

公益性 

非営利性 

の確保 
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第２章 社会福祉法人の新たなしくみ 

 

 

１．「経営組織のガバナンスの強化」の目的 

   理事会、評議員会、監事など、これまでの社会福祉法で規定されている

経営組織は、社会福祉法人制度発足当初以来ほとんど変わらないものであ

り、社会福祉法人と同じく「公益性」と「非営利性」が求められている公

益法人（公益社団法人、公益財団法人）と比べても、法人内部で相互に牽

制する機能を十分に果たせる仕組みとはなっていません。 

   このため「経営組織のガバナンスの強化」として、役員等の権限・義務・

責任の明確化、評議員会による理事等を牽制監督する仕組みの導入など、

法人が自律的に適正な運営を確保できるよう経営組織の見直しを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）紙面の関係上、すべての権限・職務及び設置人数等を表記していない。 

経営組織のガバナンスの強化 

理事長 

社会福祉法人の業務を執行 

理事会 

・社会福祉法人の業務執行の決定 

・理事の職務執行の監督 

・理事長の選定及び解職 

理 事 

法令及び定款を遵守し、 

忠実に職務を執行 

選定・解職 職務執行の 

状況報告 

招集 執行監督 

評議員会 

評議員 

法及び定款で定めた事項 

を決議 
選任・解任 

説明 評議員会を構成 

監 事 

監査 

理事の職務執行を

監査 

会計監査人 

選任・解任 

会計を監査 
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２．経営組織の見直しスケジュール 

  社会福祉法人は、経営組織を強化するために、機関ごとに選任等の手続き

をすすめる必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理事・理事会 評議員・評議員会 会計監査人 監 事 

（現在の定款の規定に基づき） 

定款変更の認可申請 
 

所轄庁による認可 

候補者の検討 

定款で定める 

方法により選任 

理事候補の 

検  討 
監事候補の 

検  討 

事前契約の 

締  結 

事前調査の 

実  施 

現在の理事会で 

『理事・監事・会計監査人』案を審議・承認 

※平成 29 年４月１日以後に開催 

新評議員の 

任期開始 

評議員会の開催 
（ 任 意 ） 

『理事・監事・会計監査人』案を審議・決議 
※定時評議員会で審議・決議することも可能 

新理事の 

任期開始 

新監事の 

任期開始 

会計監査人の 

任期開始 

議案の提出 

平成 29 年

4 月 1 日 

平成 28 年度 

平成 29 年度 

定時評議員会の 

開  催 

理事会の開催 
（理事長の選定） 

『理事・監事・会計監査人』案を審議・決議 
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（１）定款の記載事項（法第 31 条第１項） 

   社会福祉法人の定款は、少なくとも次に掲げる事項を定める必要があり

ます。 

   ① 目的 

   ② 名称 

   ③ 社会福祉事業の種類 

   ④ 事務所の所在地 

   ⑤ 評議員及び評議員会に関する事項 

   ⑥ 役員（理事及び監事）の定数その他役員に関する事項 

   ⑦ 理事会に関する事項 

   ⑧ 会計監査人を置く場合には、これに関する事項 

   ⑨ 資産に関する事項 

   ⑩ 会計に関する事項 

   ⑪ 公益事業を行う場合には、その種類 

   ⑫ 収益事業を行う場合には、その種類 

   ⑬ 解散に関する事項 

   ⑭ 定款の変更に関する事項 

   ⑮ 公告の方法 

 

（２）定款の変更（法第 45 条の 36 第２項、第 28 条第２項） 

   定款を変更する際には、評議員会の決議を経て、所轄庁の認可（厚生労

働省令で定める事項に係るものを除く。）を受けなければ、その効力は生じ

ません。 

   また、定款に記載の事項によっては、組合等登記令（昭和 39 年政令第

29 号）の定めるところにより登記をしなければ、第三者に対抗することが

できなくなります。 

 

 

 

 

 

 

定 款 

法改正に伴う定款の変更（附則第７条） 

すべての社会福祉法人は、平成 29 年４月１日までに、改正法の施行

に伴う必要な定款の変更をし、所轄庁の承認を得なければなりません。 

 

なお、改正法の施行に伴う定款の変更の効力は、平成 29 年４月１日

から生じます。 

！ 
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（３）社会福祉法人定款例 

   これまで社会福祉法人が定款を作成する際に参考にしていた「社会福祉

法人定款準則」は、「社会福祉法人定款例」として今後発出される予定です。 

   社会福祉法人定款例は、これまでの定款準則とは異なり、法で必ず定款

に記載しなければならない事項を全て記載するとともに、その内容が法令

に沿ったものであれば、定款例の文言に拘束されずに、各法人が自由な文

言で記載することができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会福祉法人定款例（案） 

平成 28 年６月 20 日付け厚生労働省社会・援護局福祉基盤課より示さ

れた社会福祉法人定款例は、現時点での考え方であり、今後変更され

る可能性がありますので、ご留意ください。 

 

なお、社会福祉法人定款準則と社会福祉法人定款例（案）を比較した

資料を本手引きの付属資料①として発行していますので、あわせてご

確認ください。 

！ 
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社会福祉法人定款例（案） 
社会福祉法人定款例 

社会福祉法人〇〇福祉会定款 

 

第一章 総則 

 

（目的） 

第一条 この社会福祉法人（以下「法人」という。）は、多様な福祉サービスがその利

用者の意向を尊重して総合的に提供されるよう創意工夫することにより、利用者が、

個人の尊厳を保持しつつ、自立した生活を地域社会において営むことができるよう支

援することを目的として、次の社会福祉事業を行う。 

（１）第一種社会福祉事業 

（イ）障害児入所施設の経営 

（ロ）特別養護老人ホームの経営 

（ハ）障害者支援施設の経営 

（２）第二種社会福祉事業 

（イ）老人デイサービス事業の経営 

（ロ）老人介護支援センターの経営 

（ハ）保育所の経営 

（ニ）障害福祉サービス事業の経営 

（ホ）相談支援事業の経営 

（ヘ）移動支援事業の経営 

（ト）地域活動支援センターの経営 

（チ）福祉ホームの経営 
 （備考） 

  （１）具体的な記載は、社会福祉法の基本的理念に合致するものであるとともに、それぞれの法人の

設立の理念を体現するものとすること。 

  （２）児童福祉に関する事業を行う法人においては、「心身ともに健やかに育成される」との趣旨に合

致するものとすること。 

  （３）上記記載は、あくまで一例であるので、（１）、（２）を踏まえ、法人の実態に即した記述とする

こと。 

  （４）市町村社会福祉協議会にあっては、次の例にならって記載すること。 

（目的） 

第一条 この社会福祉法人（以下「法人」という。）は、○○市（区町村）における社会福祉事業

その他の社会福祉を目的とする事業の健全な発達及び社会福祉に関する活動の活性化により、地

域福祉の推進を図ることを目的として、次の事業を行う。 

（１）社会福祉を目的とする事業の企画及び実施 

（２）社会福祉に関する活動への住民の参加のための援助 

（３）社会福祉を目的とする事業に関する調査、普及、宣伝、連絡、調整及び助成 

（４）（１）から（３）までに掲げるもののほか、社会福祉を目的とする事業の健全な発達を図

るために必要な事業 

（５）地区社会福祉協議会の相互の連絡及び事業の調整の事業（指定都市社会福祉協議会に限る。） 

（６）共同募金事業への協力 

（７）福祉サービス利用援助事業 

（８）福祉関係各法に基づき実施される事業の経営 

（注）記載に当たっては、第一条の（１）及び（２）の例によること。 

（９）その他本会の目的達成のため必要な事業 

（５）都道府県社会福祉協議会にあっては、次の例にならって記載すること。 

（目的） 

第一条 この社会福祉法人（以下「法人」という。）は、○○県（都道府）における社会福祉事業そ
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の他の社会福祉を目的とする事業の健全な発達及び社会福祉に関する活動の活性化により、地域福

祉の推進を図ることを目的として、次の事業を行う。 

（１）社会福祉を目的とする事業の企画及び実施     

（２）社会福祉に関する活動への住民の参加のための援助 

（３）社会福祉を目的とする事業に関する調査、普及、宣伝、連絡、調整及び助成 

（４）社会福祉を目的とする事業を経営する者への支援に関する事業 

（５）（１）から（３）までに掲げるもののほか、社会福祉を目的とする事業の健全な発達を図る

ために必要な事業 

（６）社会福祉を目的とする事業に従事する者の養成及び研修 

（７）社会福祉を目的とする事業の経営に関する指導及び助言 

（８）市町村社会福祉協議会の相互の連絡及び事業の調整 

（９）共同募金事業への協力 

（10）○○県福祉人材センターの業務の実施 

（11）日常生活自立支援事業 

（12）福祉関係各法に基づき実施される事業の経営 

（注）記載に当たっては、第一条の（１）及び（２）の例によること。 

（13）その他本会の目的達成のため必要な事業 

 

（名称） 

第二条 この法人は、社会福祉法人〇〇福祉会という。 

 

（経営の原則等） 

第三条 この法人は、社会福祉事業の主たる担い手としてふさわしい事業を確実、効果

的かつ適正に行うため、自主的にその経営基盤の強化を図るとともに、その提供する

福祉サービスの質の向上並びに事業経営の透明性の確保を図り、もって地域福祉の推

進に努めるものとする。 

 

２ この法人は、地域社会に貢献する取組として、（地域の独居高齢者、子育て世帯、

経済的に困窮する者 等）を支援するため、無料又は低額な料金で福祉サービスを積

極的に提供するものとする。 

 

（事務所の所在地） 

第四条 この法人の事務所を〇〇県〇〇市〇丁目〇〇番に置く。 

２ 前項のほか、従たる事務所を〇〇県〇〇市〇丁目〇〇番に置く。 

 

第二章 評議員 

 

（評議員の定数） 

第五条 この法人に評議員○○名以上○○名以内を置く。 

 

（評議員の選任及び解任） 

第六条 この法人に評議員選任・解任委員会を置き、評議員の選任及び解任は、評議員

選任・解任委員会において行う。 

２ 評議員選任・解任委員会は、監事○名、事務局員○名、外部委員○名の合計○名で

構成する。 

３ 選任候補者の推薦及び解任の提案は、理事会が行う。評議員選任・解任委員会の運

営についての細則は、理事会において定める。 

４ 選任候補者の推薦及び解任の提案を行う場合には、当該者が評議員として適任及び

不適任と判断した理由を委員に説明しなければならない。 
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５ 評議員選任・解任委員会の決議は、委員の過半数が出席し、その過半数をもって行

う。ただし、外部委員の○名以上が出席し、かつ、外部委員の○名以上が賛成するこ

とを要する。 
（備考） 

 評議員の選任及び解任は、上記の評議員選任・解任委員会以外の中立性が確保された方法によること

も可能である。 

 なお、理事又は理事会が評議員を選任し、又は解任する旨の定款の定めは効力を有しない（法第 31 条第

5 項）。 

 

（評議員の任期） 

第七条 評議員の任期は、選任後四年以内に終了する会計年度のうち最終のものに関す

る定時評議員会の終結の時までとし、再任を妨げない。 

２ 評議員は、第五条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満了又は辞任により

退任した後も、新たに選任された者が就任するまで、なお評議員としての権利義務を

有する。 
（備考） 

法第 41 条第 1 項に基づき、評議員の任期は、定款によって選任後 6 年以内に終了する会計年度のう

ち最終のものに関する定時評議員会の終結の時まで伸長することもできる。 

 法第 41 条第 2 項に基づき、補欠評議員の任期を退任した評議員の任期満了時までとする場合には、

第 1 項の次に次の一項を加えること。 

２ 任期の満了前に退任した評議員の補欠として選任された評議員の任期は、退任した評議員の任期の

満了する時までとする。 

 

（評議員の報酬等） 

第八条 評議員に対して、＜例：各年度の総額が○○○○○○円を超えない範囲で、評

議員会において別に定める報酬等の支給の基準に従って算定した額を、報酬として＞

支給することができる。 
（備考） 

無報酬の場合は、その旨を定めること。 

民間事業者の役員の報酬等及び従業員の給与、当該法人の経理の状況その他の事情を考慮して、不当

に高額なものとならないよう、理事及び監事並びに評議員の勤務形態に応じた報酬等の区分及びその額

の算定方法並びに支給の方法及び形態に関する事項を定めた報酬等の支給の基準を定め、公表しなけれ

ばならない（法第 45 条の 35、第 59 条の 2 第 1 項第 2 号）。 

 

第三章 評議員会 
 

（構成） 

第九条 評議員会は、全ての評議員をもって構成する。 

 

（権限） 

第一〇条 評議員会は、次の事項について決議する。 

(1) 理事及び監事＜並びに会計監査人＞の選任又は解任 

(2) 理事及び監事の報酬等の額 

(3) 理事及び監事並びに評議員に対する報酬等の支給の基準 

(4) 計算書類（貸借対照表及び収支計算書）の承認 

(5) 定款の変更 

(6) 残余財産の処分 

(7) 基本財産の処分 

(8) 社会福祉充実計画の承認 
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(9) その他評議員会で決議するものとして法令又はこの定款で定められた事項 
（備考） 

会計監査人を置いていない場合、＜＞内は不要。 

(2)については、報酬の額を定款で定める場合以外は、評議員会において決定する必要がある（法第 45

条の 16 第 4 項において準用する一般法人法第 89 条、法第 45 条の 18 第 3 項において準用する一般法

人法第 105 条第 1 項）。 

 

（開催） 

第一一条 評議員会は、定時評議員会として毎年度○月に 1 回開催するほか、（○月及

び）必要がある場合に開催する。 
（備考） 

定時評議員会は、年に 1 回、毎会計年度の終了後一定の時期に招集しなければならない（法第 45 条

の 9 第 1 項）ので、開催時期を定めておくことが望ましい。なお、「毎年度○月」については、4 月～6

月までの範囲となる。他方、臨時評議員会は、必要がある場合には、いつでも、招集することができる。

（法第 45 条の 9 第 2 項）。 
 

（招集） 

第一二条 評議員会は、法令に別段の定めがある場合を除き、理事会の決議に基づき理

事長が招集する。 

２ 評議員は、理事長に対し、評議員会の目的である事項及び招集の理由を示して、評

議員会の招集を請求することができる。 

 

（決議） 

第一三条 評議員会の決議は、決議について特別の利害関係を有する評議員を除く評議

員の過半数が出席し、その過半数をもって行う。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の決議は、決議について特別の利害関係を有する評議

員を除く評議員の＜例：3 分の2 以上＞に当たる多数をもって行わなければならない。 

(1) 監事の解任 

(2) 定款の変更 

(3) その他法令で定められた事項 

３ 理事又は監事を選任する議案を決議するに際しては、各候補者ごとに第 1 項の決議

を行わなければならない。理事又は監事の候補者の合計数が第 15 条に定める定数を

上回る場合には、過半数の賛成を得た候補者の中から得票数の多い順に定数の枠に達

するまでの者を選任することとする。 
（備考） 

第一項については、法第 45 条の 9 第 6 項に基づき、過半数に代えて、これを上回る割合を定款で定

めることも可能である。（例：理事の解任等） 

第二項については、法第 45 条の 9 第 7 項に基づき、3 分の 2 以上に代えて、これを上回る割合を定

めることも可能である。 

 

（議事録） 

第一四条 評議員会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作成する。 

２ 出席した評議員及び理事は、前項の議事録に記名押印する。 
（備考） 

第二項にかかわらず、議長及び会議に出席した評議員のうちから選出された議事録署名人二名がこれ

に記名押印することとしても差し支えないこと。 

 

第四章 役員及び＜会計監査人並びに＞職員 
 

（役員＜及び会計監査人＞の定数） 
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第一五条 この法人には、次の役員を置く。 

（１）理事 〇〇名以上○○名以内 

（２）監事 〇〇名以内 

２ 理事のうち一名を理事長とする。 

３ 理事長以外の理事のうち、○名を業務執行理事とする。 

＜４ この法人に会計監査人を置く。＞ 
（備考） 

（１）理事は 6 名以上、監事は 2 名以上とすること。 

（２）会計監査人を置いていない場合、＜＞内は不要。 

（３）社会福祉法の名称とは異なる通称名や略称を定款に使用する場合（例えば、理事長を「会長」と

表記するような場合）には、「法律上の名称」と定款で使用する名称がどのような関係にあるのかを、

定款上、明確にする必要があること。 

＜例＞理事長、業務執行理事の役職名を、会長、常務理事とする場合の例 

２ 理事のうち 1 名を、会長、○名を常務理事とする。 

３ 前項の会長をもって社会福祉法の理事長とし、常務理事をもって同法第 45 条の 16 第 2 項第 2

号の業務執行理事とする。 
 

（役員＜及び会計監査人＞の選任） 

第一六条 理事及び監事＜並びに会計監査人＞は、評議員会の決議によって選任する。 

２ 理事長及び業務執行理事は、理事会の決議によって理事の中から選定する。 
（備考） 

会計監査人を置いていない場合、＜＞内は不要。 

 

（理事の職務及び権限） 

第一七条 理事は、理事会を構成し、法令及びこの定款で定めるところにより、職務を

執行する。 

２ 理事長は、法令及びこの定款で定めるところにより、この法人を代表し、その業務

を執行し、業務執行理事は、＜例：理事会において別に定めるところにより、この法

人の業務を分担執行する。＞ 

３ 理事長及び業務執行理事は、3 箇月に 1 回以上、自己の職務の執行の状況を理事会

に報告しなければならない。 
（備考） 

理事長及び業務執行理事の自己の職務の執行の状況を理事会に報告する頻度については、定款で、毎

会計年度に 4 月を超える間隔で 2 回以上とすることも可能である（法第 45 条の 16 第 3 項）。 

＜例＞ 

３ 理事長及び業務執行理事は、毎会計年度に 4 箇月を超える間隔で 2 回以上、自己の職務の執行の

状況を理事会に報告しなければならない。 
 

（監事の職務及び権限） 

第一八条 監事は、理事の職務の執行を監査し、法令で定めるところにより、監査報告

を作成する。 

２ 監事は、いつでも、理事及び職員に対して事業の報告を求め、この法人の業務及び

財産の状況の調査をすることができる。 
（備考） 

  会計監査人を置く場合は、次の条を追加すること。 

（会計監査人の職務及び権限） 

第○条 会計監査人は、法令で定めるところにより、この法人の計算書類（貸借対照表、資金収支計算

書及び事業活動計算書）並びにこれらの附属明細書及び財産目録を監査し、会計監査報告を作成する。 

２ 会計監査人は、いつでも、次に掲げるものの閲覧及び謄写をし、又は理事及び職員に対し、会計に

関する報告を求めることができる。 

(1) 会計帳簿又はこれに関する資料が書面をもって作成されているときは、当該書面 
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(2) 会計帳簿又はこれに関する資料が電磁的記録をもって作成されているときは、当該電磁的記録に

記録された事項を法令で定める方法により表示したもの 

 

（役員＜及び会計監査人＞の任期） 

第一九条 理事又は監事の任期は、選任後二年以内に終了する会計年度のうち最終のも

のに関する定時評議員会の終結の時までとし、再任を妨げない。 

２ 理事又は監事は、第一五条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満了又は辞

任により退任した後も、新たに選任された者が就任するまで、なお理事又は監事とし

ての権利義務を有する。 

＜３ 会計監査人の任期は、選任後一年以内に終了する会計年度のうち最終のものに関

する定時評議員会の終結の時までとする。ただし、その定時評議員会において別段の

決議がされなかったときは、再任されたものとみなす。＞ 
（備考一） 

会計監査人を置いていない場合、＜＞内は不要。 
（備考二） 

理事の任期は、定款によって短縮することもできる（法第 45 条）。 

 法第 45 条に基づき、補欠理事又は監事の任期を退任した理事又は監事の任期満了時までとする場合

には、第 1 項の次に次の一項を加えること。 

２ 補欠として選任された理事又は監事の任期は、前任者の任期の満了する時までとする。 

 

（役員＜及び会計監査人＞の解任） 

第二〇条 理事又は監事が、次のいずれかに該当するときは、評議員会の決議によって

解任することができる。 

(1) 職務上の義務に違反し、又は職務を怠ったとき。 

(2) 心身の故障のため、職務の執行に支障があり、又はこれに堪えないとき。 

＜２ 会計監査人が、次のいずれかに該当するときは、評議員会の決議によって解任す

ることができる。 

(1) 職務上の義務に違反し、又は職務を怠ったとき。 

(2) 会計監査人としてふさわしくない非行があったとき。 

(3) 心身の故障のため、職務の執行に支障があり、又はこれに堪えないとき。 

３ 監事は、会計監査人が、前項各号のいずれかに該当するときは、（監事全員の同意

により、）会計監査人を解任することができる。この場合、監事は、解任した旨及び

解任の理由を、解任後最初に招集される評議員会に報告するものとする。＞ 
（備考） 

会計監査人を置いていない場合、＜＞内は不要。 
 

（役員＜及び会計監査人＞の報酬等） 

第二一条 理事及び監事に対して、＜例：評議員会において別に定める総額の範囲内で、

評議員会において別に定める報酬等の支給の基準に従って算定した額を＞報酬等と

して支給することができる。 

＜２ 会計監査人に対する報酬等は、監事の過半数の同意を得て、理事会において定め

る。＞ 
（備考） 

会計監査人を置いていない場合、＜＞内は不要。 
 

（職員） 

第二二条 この法人に、職員を置く。 

２ この法人の設置経営する施設の長他の重要な職員（以下「施設長等」という。）は、
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理事会において、選任及び解任する。 

３ 施設長等以外の職員は、理事長が任免する。 
（備考一） 

運営協議会を設ける場合には、定款に次の章を加えること。 

第〇章 運営協議会 

（運営協議会の設置） 

第〇条 この法人に、運営協議会を置く。 

（運営協議会の委員の定数） 

第○条 運営協議会の委員は○名とする。 

  （運営協議会の委員の選任） 

第○条 運営協議会の委員は、各号に掲げる者から理事長が選任する。 

(1) 地域の代表者 

(2) 利用者又は利用者の家族の代表者 

(3) その他理事長が適当と認める者 

（運営協議会の委員の定数の変更） 

第○条 法人が前々条に定める定数を変更しようとするときは、運営協議会の意見を聴かなければなら

ない。 

（意見の聴取）  

第○条 理事長は、必要に応じて、運営協議会から、地域や利用者の意見を聴取するものとする。 

（その他） 

第〇条 運営協議会については、この定款に定めのあるもののほか、別に定めるところによるものとす

る。 

 

（備考二） 

社会福祉協議会及び社団的な法人で会員制度を設ける社会福祉法人は、定款に次の章を加えること。 

第〇章 会員 

（会員）   

第〇条 この法人に会員を置く。 

２ 会員は、この法人の目的に賛同し、目的達成のため必要な援助を行うものとする。 

３ 会員に関する規程は、別に定める。 

 

（備考三） 

都道府県社会福祉協議会である社会福祉法人は、定款に次の章を加えること。 

第〇章 運営適正化委員会 

（運営適正化委員会の設置） 

第〇条 この法人に、社会福祉法に規定する運営適正化委員会（以下「運営適正化委員会」という。）を

置く。 

（運営適正化委員会の委員の定数） 

第○条 運営適正化委員会の委員は○名とする。 

  （運営適正化委員会の委員の選任） 

第○条 運営適正化委員会の委員は、本法人に置かれる選考委員会の同意を得て、会長が選任する。 

（運営適正化委員会の委員の定数の変更） 

第○条 法人が前条に定める定数を変更しようとするときは、運営適正化委員会の意見を聴かなければ

ならない。 

（業務の報告）  

第○条 運営適正化委員会はその業務の状況及び成果について、理事会に定期的に報告しなければなら

ない。 

（その他） 

第〇条 運営適正化委員会については、法令等及びこの定款に定めのあるもののほか、別に定めるとこ

ろによるものとする。 
 

第五章 理事会 

 

（構成） 
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第二三条 理事会は、全ての理事をもって構成する。 

 

（権限） 

第二四条 理事会は、次の職務を行う。ただし、日常の業務として理事会が定めるもの

については理事長が専決し、これを理事会に報告する。 

(1) この法人の業務執行の決定 

(2) 理事の職務の執行の監督 

(3) 理事長及び業務執行理事の選定及び解職 
（備考）  

（１）「日常の業務として理事会が定めるもの」の例としては、次のような業務がある。なお、これらは

例示であって、法人運営に重大な影響があるものを除き、これら以外の業務であっても理事会におい

て定めることは差し支えないこと。 

① 「施設長等の任免その他重要な人事」を除く職員の任免 

（注）理事長が専決できる人事の範囲については、法人としての判断により決定することが必要で

あるので、理事会があらかじめ法人の定款細則等に規定しておくこと。 

② 職員の日常の労務管理・福利厚生に関すること 

③ 債権の免除・効力の変更のうち、当該処分が法人に有利であると認められるもの、その他やむを

得ない特別の理由があると認められるもの 

ただし、法人運営に重大な影響があるものを除く。 

（注）当該処分について理事長個人が特別の利害関係を有する場合は、理事会において選任する他

の理事が専決すること。 

④ 設備資金の借入に係る契約であって予算の範囲内のもの 

（注）当該契約について理事長個人が特別の利害関係を有する場合は、理事会において選任する他

の理事が専決すること。 

⑤ 建設工事請負や物品納入等の契約のうち次のような軽微なもの 

ア 日常的に消費する給食材料、消耗品等の日々の購入 

イ 施設設備の保守管理、物品の修理等 

ウ 緊急を要する物品の購入等 

（注１）理事長が専決できる契約の金額及び範囲については、随意契約によることができる場合の

基準も参酌しながら、法人の判断により決定することが必要であるので、理事会があらかじめ法

人の定款細則等に規定しておくこと。 

（注２）当該契約について理事長個人が特別の利害関係を有する場合は、理事会において選任する

他の理事が専決すること。 

⑥ 基本財産以外の固定資産の取得及び改良等のための支出並びにこれらの処分 

ただし、法人運営に重大な影響があるものを除く。 

（注１）理事長が専決できる取得等の範囲については、法人の判断により決定することが必要であ

るので、理事会があらかじめ法人の定款細則等に規定しておくこと。 

（注２）当該取得等について理事長個人が特別の利害関係を有する場合は、理事会において選任す

る他の理事が専決すること。 

⑦ 損傷その他の理由により不要となった物品又は修理を加えても使用に耐えないと認められる物

品の売却又は廃棄 

ただし、法人運営に重大な影響がある固定資産を除く。 

（注１）理事長が専決で処分できる固定資産等の範囲については、法人の判断により決定すること

が必要であるので、理事会があらかじめ法人の定款細則等に規定しておくこと。 

（注２）当該売却等について理事長個人が特別の利害関係を有する場合は、理事会において選任す

る他の理事が専決すること。 

⑧ 予算上の予備費の支出 

⑨ 入所者・利用者の日常の処遇に関すること 

⑩ 入所者の預り金の日常の管理に関すること 

⑪ 寄付金の受入れに関する決定 

ただし、法人運営に重大な影響があるものを除く。 

（注）寄付金の募集に関する事項は専決できないこと。 

なお、これらの中には諸規程において定める契約担当者に委任されるものも含まれる。 

 



- 15 - 

 

（招集） 

第二五条 理事会は、理事長が招集する。 

２ 理事長が欠けたとき又は理事長に事故があるときは、各理事が理事会を招集する。 

 

（決議） 

第二六条 理事会の決議は、決議について特別の利害関係を有する理事を除く理事の過

半数が出席し、その過半数をもって行う。 

２ 前項の規定にかかわらず、社会福祉法第 45 条の 14 第 9 項において準用する一般

社団法人及び一般財団法人に関する法律第 96 条の要件を満たしたときは、理事会の

決議があったものとみなす。 
（備考） 

第一項については、法第 45 条の 14 第 4 項に基づき、過半数に代えて、これを上回る割合を定款で定

めることも可能である。 

 

（議事録） 

第二七条 理事会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作成する。 

２ 出席した理事及び監事は、前項の議事録に記名押印する。 
（備考） 

定款で、記名押印する者を、当該理事会に出席した理事長及び監事とすることもできる（法第 45 条

の 14 第 6 項）。 

 

第六章 資産及び会計 
 

（資産の区分） 

第二八条 この法人の資産は、これを分けて基本財産とその他財産の二種とする。 

２ 基本財産は、次の各号に掲げる財産をもって構成する。 

（１）〇〇県〇〇市〇丁目〇〇番所在の木造瓦葺平家建〇〇保育園園舎 一棟

（   平方メートル） 

（２）〇〇県〇〇市〇丁目〇〇番所在の〇〇保育園 敷地（平方   メートル） 

３ その他財産は、基本財産以外の財産とする。 

４ 基本財産に指定されて寄附された金品は、速やかに第二項に掲げるため、必要な手

続をとらなければならない。 
 （備考） 

公益及び収益を目的とする事業を行う場合には、次のように記載すること。 

（資産の区分）   

第二八条 この法人の資産は、これを分けて基本財産、その他財産、公益事業用財産及び収益事業用財

産（公益事業又は収益事業のいずれか一方を行う場合は、当該事業用財産のみを記載）の四種（公益

事業又は収益事業のいずれか一方を行う場合は、三種）とする。 

２ 本文第二項に同じ。 

３ その他財産は、基本財産、公益事業用財産及び収益事業用財産（公益事業又は収益事業のいずれか

一方を行う場合は、当該事業用財産のみを記載）以外の財産とする。 

４ 公益事業用財産及び収益事業用財産（公益事業又は収益事業のいずれか一方を行う場合は、当該事

業用財産のみを記載）は、第〇条に掲げる公益を目的とする事業及び第〇条に掲げる収益を目的とす

る事業（公益を目的とする事業又は収益を目的とする事業のいずれか一方を行う場合は、当該事業の

みを記載）の用に供する財産とする。 

５ 本文第四項に同じ。 

 

（基本財産の処分） 

第二九条 基本財産を処分し、又は担保に供しようとするときは、理事会及び評議員会

の承認を得て、〔所轄庁〕の承認を得なければならない。ただし、次の各号に掲げる
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場合には、〔所轄庁〕の承認は必要としない。 

一 独立行政法人福祉医療機構に対して基本財産を担保に供する場合 

二 独立行政法人福祉医療機構と協調融資（独立行政法人福祉医療機構の福祉貸付が

行う施設整備のための資金に対する融資と併せて行う同一の財産を担保とする当

該施設整備のための資金に対する融資をいう。以下同じ。）に関する契約を結んだ

民間金融機関に対して基本財産を担保に供する場合（協調融資に係る担保に限る。） 

 

（資産の管理） 

第三〇条 この法人の資産は、理事会の定める方法により、理事長が管理する。 

２ 資産のうち現金は、確実な金融機関に預け入れ、確実な信託会社に信託し、又は確

実な有価証券に換えて、保管する。 
（備考） 

基本財産以外の資産において、株式投資又は株式を含む投資信託等による管理運用を行う場合には、

第二項の次に次の一項を加える。 

３ 前項の規定にかかわらず、基本財産以外の資産の現金の場合については、理事会の議決を経て、株

式に換えて保管することができる。 
 

（事業計画及び収支予算） 

第三一条 この法人の事業計画書、収支予算書、資金調達及び設備投資の見込みを記載

した書類については、毎会計年度開始の日の前日までに、理事長が作成し、＜例 1：

理事会の承認、例 2：理事会の決議を経て、評議員会の承認＞を受けなければならな

い。これを変更する場合も、同様とする。 

２ 前項の書類については、主たる事務所（及び従たる事務所）に、当該事業年度が終

了するまでの間備え置き、一般の閲覧に供するものとする。 
 

（事業報告及び決算） 

第三二条 この法人の事業報告及び決算については、毎会計年度終了後、理事長が次の

書類を作成し、監事の監査を受けた上で、理事会の承認を受けなければならない。 

(1) 事業報告 

(2) 事業報告の附属明細書 

(3) 貸借対照表 

(4) 収支計算書（資金収支計算書及び事業活動計算書） 

(5) 貸借対照表及び収支計算書（資金収支計算書及び事業活動計算書）の附属明細

書 

(6) 財産目録 

２ 前項の承認を受けた書類のうち、第 1 号、第 3 号、第 4 号の書類については、定

時評議員会に提出し、第 1 号の書類についてはその内容を報告し、その他の書類に

ついては、承認を受けなければならない。 

３ 第 1 項の書類のほか、次の書類を主たる事務所に 5 年間（、また、従たる事務所に

3 年間）備え置き、一般の閲覧に供するとともに、定款を主たる事務所（及び従たる

事務所に）に備え置き、一般の閲覧に供するものとする。 

(1) 監査報告 

(2) 理事及び監事並びに評議員の名簿 

(3) 理事及び監事並びに評議員の報酬等の支給の基準を記載した書類 

(4) 事業の概要等を記載した書類 
（備考）会計監査人を置いている場合の例 

第三二条 この法人の事業報告及び決算については、毎会計年度終了後、理事長が次の書類を作成し、

監事の監査を受け、かつ、第 3 号から第 6 号までの書類について会計監査人の監査を受けた上で、理
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事会の承認を受けなければならない。 

(1) 事業報告 

(2) 事業報告の附属明細書 

(3) 貸借対照表 

(4) 収支計算書（資金収支計算書及び事業活動計算書） 

(5) 貸借対照表及び収支計算書（資金収支計算書及び事業活動計算書）の附属明細書 

(6) 財産目録 

２ 前項の承認を受けた書類のうち、第 1 号、第 3 号、第 4 号の書類については、定時評議員会に報告

するものとする。ただし、社会福祉法施行規則第○○条に定める要件に該当しない場合には、第 1 号

の書類を除き、定時評議員会への報告に代えて、定時評議員会の承認を受けなければならない。 

３ 第 1 項の書類のほか、次の書類を主たる事務所に 5 年間（、また、従たる事務所に 3 年間）備え置

き、一般の閲覧に供するとともに、定款を主たる事務所（及び従たる事務所）に備え置き、一般の閲

覧に供するものとする。 

(1) 監査報告 

(2) 会計監査報告 

(3) 理事及び監事並びに評議員の名簿 

(4) 理事及び監事並びに評議員の報酬等の支給の基準を記載した書類 

(5) 事業の概要等を記載した書類 

 

（会計年度） 

第三三条 この法人の会計年度は、毎年四月一日に始まり、翌年三月三一日をもって終

わる。 
 

（会計処理の基準） 

第三四条 この法人の会計に関しては、法令等及びこの定款に定めのあるもののほか、

理事会において定める経理規程により処理する。 
 

（臨機の措置） 

第三五条 予算をもって定めるもののほか、新たに義務の負担をし、又は権利の放棄を

しようとするときは、理事総数の三分の二以上の同意がなければならない。 
 （備考一）  

公益事業を行う社会福祉法人は、定款に次の章を加えること。 

第〇章 公益を目的とする事業 

（種別） 

第〇条 この法人は、社会福祉法第二六条の規定により、利用者が、個人の尊厳を保持しつつ、自立し

た生活を地域社会において営むことができるよう支援することなどを目的として、次の事業を行う。 

（１）〇〇の事業 

（２）〇〇の事業   

２ 前項の事業の運営に関する事項については、理事総数の三分の二以上の同意を得なければならない。 

（注１）具体的な目的の記載は、事業の種別に応じ、社会福祉法の基本的理念及びそれぞれの法人の理

念に沿って記載すること。 

（注２）上記記載は、あくまで一例であるので、（注１）を踏まえ、法人の実態に即した記述とするこ

と。 

（注３）公益事業のうち、規模が小さく社会福祉事業と一体的に行われる事業又は社会福祉事業の用に

供する施設の機能を活用して行う事業については、必ずしも定款の変更を行うことを要しないこと。 

（備考二） 

収益事業を行う社会福祉法人は、定款に次の章を加えること。 

第〇章 収益を目的とする事業 

（種別） 

第〇条 この法人は、社会福祉法第二六条の規定により、次の事業を行う。 

（１）〇〇業 

（２）〇〇業 

２ 前項の事業の運営に関する事項については、理事総数の三分の二以上の同意を得なければならない。 

（備考） 
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事業種類は、事業の内容が理解できるよう具体的に記載すること。 

（収益の処分）  

第〇条 前条の規定によって行う事業から生じた収益は、この法人の行う社会福祉事業又は公益事業（社

会福祉法施行令（昭和三三年政令第一八五号）第一三条及び平成一四年厚生労働省告示第二八三号に

掲げるものに限る。）に充てるものとする。 

（備考） 

母子及び寡婦福祉法（昭和三九年法律第一二九号）第一四条に基づく資金の貸付を受けて行う、同

法施行令（昭和三九年政令第二二四号）第六条第一項各号に掲げる事業については、本条は必要ない

こと。 

 

第七章 解散 
 

（解散） 

第三六条 この法人は、社会福祉法第四六条第一項第一号及び第三号から第六号までの

解散事由により解散する。 
 

（残余財産の帰属） 

第三七条 解散（合併又は破産による解散を除く。）した場合における残余財産は、評

議員会の決議を得て、社会福祉法人並びに社会福祉事業を行う学校法人及び公益財団

法人のうちから選出されたものに帰属する。 
 

第八章 定款の変更 

 

（定款の変更） 

第三八条 この定款を変更しようとするときは、評議員会の決議を得て、〔所轄庁〕の

認可（社会福祉法第四五条の三六第二項に規定する厚生労働省令で定める事項に係る

ものを除く。）を受けなければならない。 

２ 前項の厚生労働省令で定める事項に係る定款の変更をしたときは、遅滞なくその旨

を〔所轄庁〕に届け出なければならない。 
 

第九章 公告の方法その他 

 

（公告の方法） 

第三九条 この法人の公告は、社会福祉法人〇〇福祉会の掲示場に掲示するとともに、

官報、新聞又は電子公告に掲載して行う。 
（備考） 

解散時の債権申出の催告及び破産手続の開始については、官報によって公告すること。 

 

（施行細則） 

第四〇条 この定款の施行についての細則は、理事会において定める。 
 

附 則 

この法人の設立当初の役員、評議員＜、会計監査人＞は、次のとおりとする。ただし、

この法人の成立後遅滞なく、この定款に基づき、役員の選任を行うものとする。 

  理事長 

  理 事 

   〃 

   〃 

   〃 
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   〃 

  監 事 

   〃 

評議員 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

＜会計監査人＞ 

 
（備考一） 

会計監査人を置いていない場合、＜＞内は不要。 

 
（備考二） 

平成 29 年 4 月 1 日前に設立された法人は、評議員及び会計監査人の定めは不要。 
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（１）資格等 

① 評議員になることができる者（法第 39 条） 

社会福祉法人の適正な運営に必要な識見を有する者 

 

② 欠格事由（法第 40 条第１項） 

    次に掲げる者は、評議員となることができません。 

ア 法人 

イ 成年被後見人又は被保佐人 

    ウ 生活保護法、児童福祉法、老人福祉法、身体障害者福祉法又は社

会福祉法の規定に違反して刑に処せられ、その執行を終わり、又

は執行を受けることがなくなるまでの者 

    エ ウに該当する者を除くほか、禁錮以上の刑に処せられ、その執行

を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者 

    オ 法第 56 条第８項の規定による所轄庁の解散命令により解散を命

ぜられた社会福祉法人の解散当時の役員 

 

③ 兼職禁止（法第 40 条第２項） 

評議員は、理事及び監事の選任・解任を通じて、理事等の業務執行を監

督する立場にあるため、自らが評議員を務める法人の理事、監事又は職員

を兼ねることはできません。 

 

④ 特殊関係者の制限（法第 40 条第４項及び第５項） 

評議員には、評議員間及び評議員と各役員について、次のいずれかの親

族等特殊の関係にある者が含まれてはいけません。 

ア 配偶者 

イ 三親等以内の親族 

ウ その他厚生労働省令で定める特殊の関係がある者 

 

 

評議員 

設置義務 

平成 29 年４月１日から、すべての社会福祉法人で評議員（評議員会）

を設置する必要があります。 
！ 
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（２）人数（法第 40 条第３項） 

   評議員の数は、定款で定めた「理事の員数を超える数」が必要です。 

 

 

 

 

 

 

（３）任期（法第 41 条） 

   評議員の任期は、選任後４年以内に終了する会計年度のうち最終のもの

に関する定時評議員会の終結の時までです。ただし、定款によって、その

任期を選任後「６年」以内に終了する会計年度のうち最終のものに関する

定時評議員会の終結の時まで伸長できます。 

   なお、定款によって、評議員の補欠として選任された評議員の任期を、

任期満了前に退任した評議員の残りの任期が満了する時までとすることは

可能です。 

 

（４）選任（法第 39 条、法第 31 条第５項） 

   定款の定めるところにより、選任する必要があります。なお、理事又は

理事会が評議員を選任し、解任するという定款の定めは、効力を有しませ

ん。 

   なお、社会福祉法人定款例（案）では、「評議員選任・解任委員会」を設

けて評議員を選任することを想定していますが、評議員選任・解任委員会

以外の中立性が確保された方法によることも可能です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）評議員に欠員が生じた場合の措置（法第 42 条） 

   評議員に欠員が生じた場合には、任期の満了又は辞任により退任した評

議員は、新たに選任された評議員が就任するまでのあいだ、評議員として

の権利義務を有します。 

設置人数の特例措置（附則第 10 条） 

平成 29 年４月１日時点で現に存する社会福祉法人であって、その事

業規模が政令で定める基準を超えないものについては、施行の日から 

３年間は「４名以上」とすることができます。 
！ 

最初の評議員の選任（附則第９条） 

平成 29 年３月 31 日に評議員である者の任期は、残りの任期の長短

に関係なく、同日（平成 29 年３月 31 日）で終了します。 

そのため、すべての社会福祉法人は、平成 29 年３月 31 日までに 

①定款変更認可申請を提出し「評議員の選任方法等」を新たに定め、 

②定款の定める方法により新たな評議員を選任する必要があります。 

平成 29 年３月 31 日までに選任された評議員の任期は、同年４月１

日から開始します。 

！ 



- 22 - 

 

   また、評議員に欠員が生じた場合において、法人の事務が遅滞すること

により損害を生ずるおそれがあるときは、所轄庁が利害関係人の請求又は

職権により、一時評議員の職務を行うべき者を選任することがあります。 

 

（６） 権限 

① 議題の提案権（法第 45 条の８第４項） 

評議員会の招集権者である理事に対して、評議員会の日の４週間前（定

款で短縮可能）までに、一定の事項を議題とすることを請求することがで

きます。 

 

② 議案の提案権（法第 45 条の８第４項） 

    評議員会の場において議題の範囲内で議案を提案することができます。 

 

③ 評議員会の招集権（法第 45 条の９第４項） 

評議員会の招集権者である理事に対して、議題及び招集の理由を示して、

評議員会の招集を請求することができます。また、この請求の後遅滞なく

招集手続が行われない場合などには、評議員は所轄庁の許可を得て、評議

員会を招集することができます。 

 

 

（７）法人との関係（法第 38 条） 

   社会福祉法人と評議員との関係は、委任に関する規定に従うため、評議

員は、委任の本旨に従い、「善良な管理者の注意をもって、委任事務を処理

する義務」を負います。 ※理事及び監事、会計監査人も同様です。 

 

 

（８）損害賠償責任（法第 45 条の 20～第 45 条の 22） 

   役員等（理事、監事若しくは会計監査人）又は評議員が、委任された任

務を怠ったときは、次の責任が課されます。 

① 役員等又は評議員は、その任務を怠ったときは、社会福祉法人に対し、

これによって生じた損害を賠償する責任を負います。 

② 役員等又は評議員がその職務を行うについて悪意又は重大な過失が

あったときは、当該役員等又は評議員は、これによって第三者に生じ

た損害を賠償する責任を負います。 

③ 役員等又は評議員が社会福祉法人又は第三者に生じた損害を賠償す

る責任を負う場合において、他の役員等又は評議員も当該損害を賠償



- 23 - 

 

する責任を負うときは、これらの者は、連帯債務者となります。 

 

（９）罰則（法第 130 条の２～法第 134 条） 

   特別背任罪及び贈収賄罪等に対しては罰則規定があります。 
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（１）構成（法第 45 条の８第１項） 

   評議員会は、全ての評議員で組織されます。 

 

（２）権限（法第 45 条の８第２項及び第３項、法第 45 条の９第７項他） 

業務執行に関する事項についての意思決定は理事会で行うことになり、評

議員会の決議事項は法に規定する事項及び定款で定めた事項に限定されま

す。 

なお、法において評議員会の決議を必要としている事項について、理事、

理事会その他評議員会以外の機関が決定するという定款の定めは、効力を有

しません。 

 

評議員会での決議を要する主な事項 

①  理事、監事、会計監査人の選任及び解任（法第 43 条第 1 項、第

45 条の４） 

②  理事等の責任の免除（一部又は全部）（法第 45 条の 20 第 4 項） 

③  定款の変更（法第 45 条の 36 第 1 項） 

④  解散の決議（法第 46 条第 1 項第 1 号） 

⑤  吸収合併の承認（法第 52 条） 

⑥  新設合併の承認（法第 54 条の８） 

⑦  計算書類の承認（法第 45 条の 30 第２項） 

⑧  役員報酬等基準の決議（法第 45 条の 35 第２項） 

⑨  社会福祉充実計画の承認（法第 55 条の２第７項）   など 

 

 

 

 

 

 

 

評議員会 

設置義務 

平成 29 年４月１日から、すべての社会福祉法人で評議員（評議員会）

を設置する必要があります。 
！ 
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（３）運営 

   法人運営の基本ルールや、決算の承認など事後的な法人運営の確認は、

評議員会が最終的な決定を行うことになりますが、評議員会の招集やこれ

らの事項に係る議案の提案等は、理事、理事会が行うことが原則です。 

 

① 招集（法第 45 条の９） 

評議員会を、招集できる者（ア）が、招集事項を決定（イ）し、招集通

知を発出する（ウ）ことで招集します。 

なお、評議員全員の同意があれば、招集の手続（イおよびウ）を省略し

て評議員会を開催することができます。 

 

ア 招集できる者（法第 45 条の９第１項～第５項） 

理事は、評議員会を毎会計年度の終了後一定の時期に招集する必要が

ある（この評議員会を「定時評議員会」といいます。）ほか、必要があ

る場合には、いつでも招集することができます。 

ただし、評議員は、理事に対し、評議員会の目的である事項及び招集

の理由を示して、評議員会の招集を請求できるほか、この請求の後遅滞

なく招集手続が行われない場合などには、評議員は所轄庁の許可を得て、

評議員会を招集することができます。 

 

イ 招集事項の決定（法第 45 条の９第 10 項） 

評議員会を招集するには、次の項目（招集事項）を理事会の決議によ

り定める必要があります。 

（ア）評議員会の日時及び場所 

（イ）議題 

（ウ）厚生労働省令で定める議案 

 

ウ 招集通知の発出（法第 45 条の９第 10 項） 

招集事項を理事会の決議により定めた後、招集事項を記載した招集通

知を評議員会の１週間前（定款による短縮が可能）までに、各評議員に

対して書面で発出する必要があります（ただし、通知を電子メールなど

の電磁的方法によって発出することも可能ですが、その場合には評議員

の承諾が必要です）。 

なお、評議員の全員の同意があれば、招集の手続を省略して、評議員

会を開催することができます。 
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  ② 決議 

ア 決議することができる範囲（法第 45 条の９第９項） 

評議員会は、あらかじめ招集通知で定められた議題以外の事項を決議

することができません。 

 

イ 決議に必要な人数（法第 45 条の９第６項及び第７項） 

評議員会の決議は、議決に加わることができる評議員の過半数（これ

を上回る割合を定款で定めた場合にあっては、その割合以上）が出席し、

その過半数（これを上回る割合を定款で定めた場合にあっては、その割

合以上）をもって決議することができます。 

ただし、次に掲げる評議員会の決議については、議決に加わることが

できる評議員の３分の２（これを上回る割合を定款で定めた場合にあっ

てが、その割合）以上に当たる多数をもって決議する必要があります。 

（ア）監事の解任（法第４５条の９第７項第１号） 

（イ）理事等の責任の免除（一部又は全部）（同条同項第２号） 

（ウ）定款の変更（同条同項第３号） 

（エ）解散の決議（同条同項第４号） 

（オ）吸収合併及び新設合併の承認（同条同項第５号） 

 

ウ 決議の方法 

書面又は電子メールなどの電磁的方法による議決権の行使や、代理人

または持ち回りによる議決権の行使はできません。 

 

エ 決議の省略（法第 45 条の９第 10 項） 

理事が議題について提案をした場合において、この提案につき議決に

加わることのできる評議員の全員が書面又は電磁的記録により同意の

意思表示をしたときは、その提案を可決する旨の評議員会の決議があっ

たものとみなされます。なお、決議を省略した場合には、同意の意思表

示をした書面又は電磁的記録を、評議員会の決議があったものとみなさ

れた日から 10 年間、主たる事務所に備え置く必要があります。 
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（４）議事録（法第 45 条の 11） 

   評議員会の議事については、厚生労働省令で定めるところにより、議事

録を作成し、主たる事務所には評議員会の日から 10 年間、従たる事務所

には議事録の写しを評議員会の日から５年間、それぞれ備え置かなければ

なりません。 

   また、社会福祉法人の業務時間内であれば、評議員及び債権者は、いつ

でも議事録の閲覧又は謄写の請求ができます。 

 

（５）計算書類等（法 45 条の 32 第１項及び第２項） 

   主たる事務所には定時評議員会の２週間前の日から５年間、計算書類等

を、従たる事務所には定時評議員会の日の２週間前の日から３年間、その

写しを備置く必要があります。 

   ただし、計算書類等を電磁的記録で作成し、閲覧請求や交付請求に応じ

ることができる厚生労働省令で定める措置をとっている場合は、従たる事

務所に備え置かなくても構いません。 
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（１）資格等（法第 44 条第１項、第４項及び第６項） 

① 資格要件（法第 44 条第４項） 

理事には、次に掲げる者が含まれなければなりません。 

ア 社会福祉事業の経営に関する識見を有する者 

イ 当該社会福祉法人が行う事業の区域における福祉に関する実情に

通じている者 

ウ 当該社会福祉法人が施設を設置している場合にあっては、当該施設

の管理者 

 

② 欠格事由（法第 44 条第１項） 

次に掲げる者は、理事となることができません。 

ア 法人 

イ 成年被後見人又は被保佐人 

ウ 生活保護法、児童福祉法、老人福祉法、身体障害者福祉法又は社会

福祉法の規定に違反して刑に処せられ、その執行を終わり、又は執

行を受けることがなくなるまでの者 

エ ウに該当する者を除くほか、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を

終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者 

オ 法第 56 条第８項の規定による所轄庁の解散命令により解散を命ぜ

られた社会福祉法人の解散当時の役員 

 

③ 特殊関係者の制限（法第 44 条第６項） 

理事には、理事本人を含め、各理事について、次のいずれかの親族等特

殊の関係にある者が理事総数の３分の１を超えて含まれてはならず、理事

総数の３分の１以内であっても、理事の親族等特殊関係者の上限は３人と

なります。 

ア 配偶者 

イ 三親等以内の親族 

ウ その他厚生労働省令で定める特殊の関係がある者 

 

 

（２）人数（法第 44 条第３項） 

   理事は、６人以上必要です。 

理 事 
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（３）任期（法第 45 条） 

   理事の任期は、選任後２年以内に終了する会計年度のうち最終のものに

関する定時評議員会の終結の時までです。ただし、定款によって、その任

期を短縮することができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）選任及び解任（法第 43 条第１項、第 45 条の４第１項） 

理事は、評議員会の決議によって選任されます。 

   また、理事が次のいずれかに該当するときは、評議員会の決議によって

解任することができます。 

   ① 職務上の義務に違反し、又は職務を怠ったとき 

   ② 心身の故障のため、職務の執行に支障があり、又はこれに堪えない

とき 

 

（５）理事に欠員が生じた場合の措置（法第 45 条の６第１項及び第２項） 

役員（理事及び監事）に欠員が生じた場合には、任期の満了又は辞任によ

り退任した役員は、新たに選任された役員が就任するまでのあいだ、役員と

しての権利義務を有します。 

   また、役員に欠員が生じた場合において、法人の事務が遅滞することに

より、損害を生ずるおそれがあるときは、所轄庁が利害関係人の請求又は

職権により、一時理事の職務を行うべき者を選任することがあります。 

 

（６）職務及び権限（法第 45 条の 16、法第 45 条の 17 他） 

理事は、法令及び定款を遵守し、社会福祉法人のため忠実にその職務を行

わなければなりません。それぞれ以下に定める職務及び権限を有します。 

 

 

！ 

理事の任期（附則第 14 条） 

平成 29 年４月１日に現に在任する社会福祉法人の理事は、残りの任

期の長短に関係なく、平成 29 年４月１日以後最初に招集される「定

時評議員会の終結の時」までとなります。 

そのため、すべての社会福祉法人は、平成 29 年４月１日以後最初に

招集される定時評議員会までに 

①必要に応じ定款変更認可申請を提出し「理事の員数等」を改正し、 

②平成 29 年４月１日以後に新たな理事案を現在の理事会で審議・承

認したうえで、 

③評議員会（平成 29 年４月１日以後最初に招集される定時評議員会

までに開催される評議員会までに開催されるもの又は当該定時評

議員会）で理事案の決議を得る必要があります。 
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① 理事長 

ア 選任（法第 45 条の 13 第３項） 

理事会は、理事の中から理事長１人を選任する必要があります。 

 

イ 権限（法第 45 条の 17 第１項） 

理事長は、法人の業務に関する一切の裁判上又は裁判外の行為をす 

る権限を有します。 

 

ウ 職務（法第 45 条の 16 第３項、法第 45 条の 14 第９項） 

理事長は、理事会の決定に基づき、法人の内部的・業務を執行しま

す。また、自己の職務の執行の状況を３月に１回以上、理事会に報告

しなければなりません。ただし、定款によって、毎会計年度に４月を

超える間隔で２回以上報告する旨を定めることができます。なお、こ

の報告を省略することはできません。 

 

② 業務執行理事（任意） 

ア 選任（法第 45 条の 16 第２項第２号） 

理事長以外にも法人の業務を執行する理事を理事会で選定すること

ができます。 

 

イ 権限（法第 45 条の 17） 

業務執行理事は、理事長と違い代表権はないため、対外的な業務を

執行する権限はありません。 

 

ウ 職務（法第 45 条の 16 第３項、法第 45 条の 14 第９項） 

業務執行理事は、理事会の決定に基づき、法人の内部的・業務を執

行します。また、自己の職務の執行の状況を３月に１回以上、理事会

に報告しなければなりません。ただし、定款によって、毎会計年度に

４月を超える間隔で２回以上報告する旨を定めることができます。な

お、この報告を省略することはできません。 

 

③ ①及び②以外の理事（法第 45 条の 13 第２項第２号及び第３号） 

理事長及び業務執行理事以外の理事は、理事会における議決権の行使

を通じ、法人の業務執行の意思決定に参画するとともに、理事長や他の

理事の職務の執行を監督する役割を担います。 
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（７）法人との関係（法第 38 条、法第 45 条の 16 第１項及び第４項） 

   社会福祉法人と理事との関係は、委任に関する規定に従うため、理事は、

委任の本旨に従い、「善良な管理者の注意をもって、委任事務を処理する義

務」を負います。※監事、評議員又は会計監査人も同様です。 

また、理事には、善管注意義務、忠実義務のほか、法人に著しい損害を及

ぼすおそれのある事実を発見したときの監事への報告義務が課されていま

す。 

 

（８）損害賠償責任（法第 45 条の 20～第 45 条の 22） 

   役員等（理事、監事若しくは会計監査人）又は評議員が、委任された任

務を怠ったときは、次の責任が課されます。 

① 役員等又は評議員は、その任務を怠ったときは、社会福祉法人に対し、

これによって生じた損害を賠償する責任を負います。 

② 役員等又は評議員がその職務を行うについて悪意又は重大な過失が

あったときは、当該役員等又は評議員は、これによって第三者に生じ

た損害を賠償する責任を負います。 

③ 役員等又は評議員が社会福祉法人又は第三者に生じた損害を賠償す

る責任を負う場合において、他の役員等又は評議員も当該損害を賠償

する責任を負うときは、これらの者は、連帯債務者となります。 

 

（９）罰則（法第 130 条の２～法第 134 条） 

   特別背任罪及び贈収賄罪等に対しては罰則規定があります。 
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（１）構成（法第 45 条の 13 第１項、45 条の 18 第３項） 

   理事会は、全ての理事で組織されます。 

   なお、監事は、理事会へ出席する義務があり、必要があると認める場合

は意見を述べなければなりません。 

 

（２）権限（法第 45 条の 13 第２項及び第４項） 

   理事会は、次に掲げる職務を行います。 

   ① 社会福祉法人の業務執行の決定（法第 45 条の 13 第２項第１号） 

   ② 理事の職務の執行の監督（同条同項第２号） 

   ③ 理事長の選定及び解職（同条同項第３号） 

   

 ただし、理事会は次に掲げる事項その他の重要な業務執行の決定を理事に

委任することができません。 

   ① 重要な財産の処分及び譲受け（法第 45 条の 13 第４項第１号） 

   ② 多額の借財（同条同項第２号） 

   ③ 重要な役割を担う職員の選任及び解任（同条同項第３号） 

   ④ 従たる事務所その他の重要な組織の設置、変更及び廃止（同条同項

第４号） 

   ⑤ 内部管理体制の整備（同条同項第５号） 

   ⑥ 理事等の責任の免除（同条同項第６号） 

 

（３）運営 

① 招集（法第 45 条の 14 第１項～３項及び第９項） 

理事会を、招集できる者（ア）が、招集通知を発出する（イ）ことで招

集します。 

    

ア 招集できる者（法第 45 条の 14 第１項～第３項） 

理事会は、各理事が招集しますが、定款又は理事会の決議により特定

の理事を招集権者とすることもできます。 

特定の理事を招集権者として定めたときは、招集権者以外の理事は、

招集権者に対し、理事会の目的である事項を示して、理事会の招集を請

求することができるほか、この請求のあった日から５日以内に、当該請

求の日から２週間以内の日を理事会の日とする理事会の招集の通知が

理事会 
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発せられない場合には、この請求をした理事は、理事会を招集すること

ができます。 

 

イ 招集通知（法第 45 条の 14 第９項） 

     理事会を招集する者は、理事会の日の原則として１週間前（定款に

よる短縮が可能）までに、理事及び監事の全員に通知を発しなければ

なりません。 

通知の方法については、評議員会の招集と異なり、限定はなく、書

面や口頭その他の方法で行って差し支えありません。また、議題を通

知することも必須ではありません。 

なお、理事及び監事全員の同意があれば、招集の手続を省略して、

理事会を開催することができます。 

 

② 決議 

ア 決議に必要な人数（法第 45 条の 14 第４項、第５項及び第８項） 

理事会の決議は、議決に加わることができる理事の過半数（これを

上回る割合を定款で定めた場合にあっては、その割合以上）が出席し、

その過半数（これを上回る割合を定款で定めた場合にあっては、その

割合以上）をもって決議することができます。 

また、理事会の決議に参加した理事であって議事録に異議をとどめ

ないものは、その決議に賛成したものと推定されます。 

 

イ 決議の方法（法第 38 条、民法第 644 条） 

書面又は電子メールなどの電磁的方法による議決の行使や、代理人

または持ち回りによる議決権の行使はできません。 

 

ウ 決議の省略（法第 45 条の 14 第９項） 

定款の定めるところにより、理事の提案について、あらかじめ、こ

の提案につき議決に加わることのできる理事の全員が書面又は電磁的

記録により同意の意思表示をしたときは、その提案を可決する旨の理

事会の決議があったものとみなされます。 

ただし、法第 45 条の 16 第３項の規定による業務の執行状況に関

する理事長及び業務執行理事の報告を省略することはできません。 
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（４）議事録 

① 作成（法第 45 条の 14 第６項） 

理事会の議事については、議事録を作成しなければなりません。 

議事録が書面で作成されている場合には、出席した理事及び監事はこ

れに署名又は記名押印する必要があります。議事録が電磁記録で作成さ

れている場合には、厚生労働省令で定める署名又は記名押印に代わる措

置をとらなければなりません。 

 

② 備置き・閲覧（法第 45 条の 15） 

作成された議事録は、主たる事務所には理事会の日から 10 年間備え

置かなければなりません。理事会の決議を省略した場合における提案に

つき、理事全員が同意の意思を表した書面又は電磁的記録も同様です。 

また、社会福祉法人の業務時間内であれば、評議員は、いつでも議事

録の閲覧又は謄写の請求ができます。 

債権者は、理事又は監事の責任を追及するために必要があるときは、

裁判所の許可を得たうえで閲覧又は謄写の請求ができます。 
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（１）資格等（法第 44 条第１項、第２項、第３項、第５項及び第７項） 

① 資格要件（法第 44 条第５項） 

監事には、次に掲げる者が含まれなければなりません。 

ア 社会福祉事業について識見を有する者 

イ 財務管理について識見を有する者 

 

② 欠格事由（法第 44 条第１項） 

次に掲げる者は、理事となることができません。 

    ア 法人 

    イ 成年被後見人又は被保佐人 

    ウ 生活保護法、児童福祉法、老人福祉法、身体障害者福祉法又は社

会福祉法の規定に違反して刑に処せられ、その執行を終わり、又

は執行を受けることがなくなるまでの者 

    エ ウに該当する者を除くほか、禁錮以上の刑に処せられ、その執行

を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者 

    オ 法第 56 条第８項の規定による所轄庁の解散命令により解散を命

ぜられた社会福祉法人の解散当時の役員 

 

③ 兼職禁止（法第 4４条第２項） 

監事は、理事又は当該社会福祉法人の職員を兼ねることはできません。 

 

④ 特殊関係者の制限（法第 44 条第７項） 

監事には、各役員について、次のいずれかの親族等特殊の関係にある

者が含まれてはいけません。 

ア 配偶者 

イ 三親等以内の親族 

ウ その他厚生労働省令で定める特殊の関係がある者 

 

 

（２）人数（法第 44 条第３項） 

   監事は、２人以上必要です。 

 

 

監 事 
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（３）任期（法第 45 条） 

   監事の任期は、選任後２年以内に終了する会計年度のうち最終のものに

関する定時評議員会の終結の時までです。ただし、定款によって、その任

期を短縮することができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）選任及び解任（法第 43 条第１項及び第３項、第 45 条の４第１項） 

監事は、評議員会の決議によって選任されます。 

また、監事が次のいずれかに該当するときは、評議員会の決議によって解

任することができます。 

① 職務上の義務に違反し、又は職務を怠ったとき 

② 心身の故障のため、職務の執行に支障があり、又はこれに堪えない 

とき 

 

なお、次の監事に選任に係る事項は、監事の過半数をもって決定します。

① 理事が監事の選任に関する議案を評議員会に提出するための同意

② 監事が理事に対して行う、監事の選任を評議員会の目的とすること     

の請求 

③ 監事が理事に対して行う、監事の選任に関する議案を評議員会に提

出することの請求 

 

 

 

 

 

！ 

監事の任期（附則第 14 条） 

平成 29 年４月１日に現に在任する社会福祉法人の監事は、残りの任

期の長短に関係なく、平成 29 年４月１日以後最初に招集される「定

時評議員会の終結の時」までとなります。 

 

そのため、すべての社会福祉法人は、平成 29 年４月１日以後最初に

招集される定時評議員会までに 

①必要に応じ定款変更認可申請を提出し「監事の員数等」を改正し、 

②平成 29 年４月１日以後に新たな監事案を現在の理事会で審議・承

認したうえで、 

③評議員会（平成 29 年４月１日以後最初に招集される定時評議員会

までに開催される評議員会までに開催されるもの又は当該定時評

議員会）で監事案の決議を得る必要があります。 
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（５）監事に欠員が生じた場合の措置（法第 45 条の６第１項及び第２項） 

役員（理事及び監事）に欠員が生じた場合には、任期の満了又は辞任によ

り退任した役員は、新たに選任された役員が就任するまでのあいだ、役員と

しての権利義務を有します。 

   また、役員に欠員が生じた場合において、法人の事務が遅滞することに

より、損害を生ずるおそれがあるときは、所轄庁が利害関係人の請求又は

職権により、一時役員の職務を行うべき者を選任することがあります。 

 

 

（６）職務及び権限（法第 45 条の 18） 

① 職務（法第 45 条の 18 第１項） 

監事は、法人の業務監督及び会計監査を行うことを職務とします。こ

の場合において、監事は、厚生労働省令で定めるところにより監査報告

を作成しなければなりません。 

 

ア 理事会への報告義務 

     監事は、次のいずれかに該当するときは、その旨を理事会に報告し

なければなりません。 

     （ア）理事が不正の行為をしたとき 

     （イ）理事が不正の行為をするおそれがあると認めるとき 

     （ウ）法令・定款に違反する事実があると認めるとき 

     （エ）著しく不当な事実があると認めるとき 

 

イ 理事会への出席義務 

監事は、理事会に出席し、必要があると認める場合ときは、意見を

述べなければなりません。 

 

ウ 評議員会に対する報告義務 

監事は、理事が評議員会に提出しようとする議案、書類等を調査し、

法令・定款に違反する事項や著しく不当な事項があると認めるときは、

その結果を評議員会に報告しなければなりません。 

 

② 権限（法第 45 条の 18 第２項及び第３項） 

   ア 報告徴収及び調査 

監事は、法人の業務監督及び会計監査の遂行のため、いつでも、理

事及び当該社会福祉法人の職員に対して事業の報告を求め、または当
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該社会福祉法人の業務及び財産の状況を調査することができます。 

 

イ 理事会招集の請求 

監事は、理事が不正の行為をしたとき、若しくは不正の行為をする

おそれがあると認めるとき、又は、法令・定款に違反する事実、著し

く不当な事実があると認めるときは、理事に対して理事会の招集を請

求することができます。 

その際、この請求を行った日から５日以内に、当該請求の日から２

週間以内の日を理事会の日とする理事会の招集の通知が発せられない

場合には、この請求をした監事は、理事会を招集することができます。 

  

 

（７）法人との関係（法第 38 条） 

   社会福祉法人と監事との関係は、委任に関する規定に従うため、評議員

は、委任の本旨に従い、「善良な管理者の注意をもって、委任事務を処理す

る義務」を負います。※理事、評議員又は会計監査人も同様です。 

 

 

（８）損害賠償責任（法第 45 条の 20～第 45 条の 22） 

   役員等（理事、監事若しくは会計監査人）又は評議員が、委任された任

務を怠ったときは、次の責任が課されます。 

① 役員等又は評議員は、その任務を怠ったときは、社会福祉法人に対し、

これによって生じた損害を賠償する責任を負います。 

② 役員等又は評議員がその職務を行うについて悪意又は重大な過失が

あったときは、当該役員等又は評議員は、これによって第三者に生じ

た損害を賠償する責任を負います。 

③ 役員等又は評議員が社会福祉法人又は第三者に生じた損害を賠償す

る責任を負う場合において、他の役員等又は評議員も当該損害を賠償

する責任を負うときは、これらの者は、連帯債務者となります。 

 

（９）罰則（法第 130 条の２～法第 134 条） 

   特別背任罪及び贈収賄罪等に対しては罰則規定があります。 
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（１）設置義務及び任意設置（法第 37 条、第 36 条第２項） 

   社会福祉法人のうち、その事業の規模が政令で定める基準を超える社会

福祉法人（「特定社会福祉法人」といいます。）は、会計監査人を設置しな

ければなりません。また、特定社会福祉法人以外の社会福祉法人は、定款

の定めによって、会計監査人を置くことができます。 

 

（２）資格（法第 45 条の２第１項及び第３項） 

   会計監査人は、公認会計士又は監査法人でなければなりません。 

   また、公認会計士法の規定により、計算書類について監査することがで

きない者は会計監査人になることはできません。 

 

（３）任期（法第 45 条の３第１項） 

   会計監査人の任期は、選任後１年以内に終了する会計年度のうち最終の

ものに関する定時評議員会の終結の時までとなっています。 

   なお、定時評議員会において別段の決議がなされなかったときは、再任

されたものとみなされます。 

 

（４）選任及び解任（法第 43 条第１項、第 45 条の４第２項、第 45 条の５） 

   会計監査人は、評議員会の決議によって選任されます。 

また、会計監査人が次のいずれかに該当するときは、評議員会の決議又は

監事の全員の同意によって解任することができるとされています。 

① 職務上の義務に違反し、又は職務を怠ったとき 

② 心身の故障のため、職務の執行に支障があり、又はこれに堪えない 

とき 

 

（５）会計監査人に欠員が生じた場合の措置（法第 45 条の６第３項及び第４

項） 

   会計監査人に欠員が生じたにも係わらず、遅滞なく会計監査人が選任さ

れないときは、監事は、一時会計監査人の職務を行うべき者を選任しなけ

ればなりません。 

 

 

 

会計監査人 
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（６）職務及び権限（法第 45 条の 19 第１項及び第２項） 

① 職務 

    会計監査人は、社会福祉法人の計算書類及びその附属明細書並びに財

産目録を監査し、厚生労働省令で定めるところにより会計監査報告を作

成しなければなりません。 

 

② 権限（法第 45 条の 19 第２項～第４項） 

   ア 書類の閲覧等及び報告徴収 

会計監査人は、法人の計算書類及びその附属明細書並びに財産目録

を監査し、会計監査報告を作成するため、いつでも、会計帳簿又はこ

れに関する資料（電磁的記録を含む。）の閲覧及び謄写をし、理事及び

当該会計監査人設置社会福祉法人の職員に対して会計に関する報告を

求めることができます。 

 

   イ 調査 

     会計監査人は、その職務を行うため必要があるときは、当該社会福

祉法人の業務及び財産の状況を調査することができる。 

 

 

（７）法人との関係（法第 38 条） 

   社会福祉法人と会計監査人との関係は、委任に関する規定に従うため、

評議員は、委任の本旨に従い、「善良な管理者の注意をもって、委任事務を

処理する義務」を負います。※理事及び監事、評議員も同様です。 

 

 

（８）損害賠償責任（法第 45 条の 20～第 45 条の 22） 

   役員等（理事、監事若しくは会計監査人）又は評議員が、委任された任

務を怠ったときは、次の責任が課されます。 

① 役員等又は評議員は、その任務を怠ったときは、社会福祉法人に対し、

これによって生じた損害を賠償する責任を負います。 

② 役員等又は評議員がその職務を行うについて悪意又は重大な過失が

あったときは、当該役員等又は評議員は、これによって第三者に生じ

た損害を賠償する責任を負います。 

③ 役員等又は評議員が社会福祉法人又は第三者に生じた損害を賠償す

る責任を負う場合において、他の役員等又は評議員も当該損害を賠償

する責任を負うときは、これらの者は、連帯債務者となります。 
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（９）罰則（法第 130 条の 3～法第 134 条） 

   贈収賄罪等に対しては罰則規定があります。 



 

 

■経営組織一覧表 （カッコ内は改正後の社会福祉法の条文を示しています） 

 評 議 員 理 事 監 事 会計監査人 

員 数 

理事の員数を超える数（40 条

第３項） 

 

※小規模法人については平成

29 年４月１日から３年間、4

名以上 

６名以上（44 条第３項） ２名以上（44 条第３項） 法人に応じて 

資格要件 

社会福祉法人の適正な運営に

必要な識見を有する者 

理事のうちには、次に掲げる者

が含まれなければならない

（44 条第４項） 

 

①社会福祉事業の経営に関す

る識見を有する者 

②当該社会福祉法人が行う事

業の区域における福祉に関

する実情に通じている者 

③当該社会福祉法人が施設を

設置している場合にあって

は、当該施設の管理者 

監事には、次に掲げる者が含

まれなければならない（44

条第５項） 

 

①社会福祉事業について識

見を有する者 

②財務管理について識見を

有する者 

会計監査人は、公認会計士又は監査法人でなけ

ればならない（45 条の２第１項） 

 

公認会計士法の規定により、計算書類について

監査することができない者は、会計監査人にな

ることができない（同条第３項） 

選任・解任

方 法 

定款で定める方法による（39

条） 

 

※理事又は理事会が評議員を

選任・解任する旨の定めは無効 

評議員会の決議による（43 条

第１項、45 条の４第１項） 

評議員会の決議による（43

条第１項、45 条の４第１項） 

 

※理事による、監事の選任に

関する議案の評議員会への

提出に対する監事の同意又

は請求については、監事の過

半数をもって決定する（43

条第３項で準用する一般法

人法 72 条） 

【選任方法】 

評議員会の決議による（43 条第１項） 

 

※理事が評議員会に提出する、会計監査人の選

任及び解任並びに会計監査人を再任しないこ

とに関する議案の内容は、監事の過半数をもっ

て決定する（43 条第３項で準用する一般法人

法 73 条第１項） 

 

【解任方法】 

会計監査人が次のいずれかに該当するときは、

評議員会の決議によって解任できる（45 条の

４第２項）。 

また、監事は、次のいずれかに該当するときは、



 

 

 

 

 

 

 

 

 

監事の全員の同意によって、解任することがで

きる（45 条の５第１項）。監事全員の同意によ

り解任した場合は、監事の互選によって定めた

監事は、その旨及び解任の理由を解任後最初に

招集される評議員会に報告しなければならな

い（45 条の５第３項）。 

①職務上の義務に違反し、又は職務を 

怠ったとき 

②会計監査人としてふさわしくない非行があ

ったとき 

③心身の故障のため、職務の執行に支障があ

り、又はこれに堪えないとき 

 

※理事が評議員会へ提出する会計監査人の解

任に関する議案の内容は、監事の過半数をも

って決定する（43 条第３項で準用する一般

法人法 73 条第４項） 

任 期 

選任後４年以内に終了する会

計年度のうち最終のものに関

する定時評議員会の終結の時

まで（41 条第１項） 

 

※定款で「４年」を「６年」ま

で伸長することが可能 

選任後２年以内に終了する会

計年度のうち最終のものに関

する定時評議員会の終結の時

まで（45 条） 

 

※定款で、その任期を短縮する

ことも可能 

（理事に同じ） 

選任後１年以内に終了する会計年度のうち最

終のものに関する定時評議員会の終結の時ま

で（45 条の３第１項） 

 

※定時評議員会において別段の決議がされな

かったときは、再任されたものとみなされる

（45 条の３第２項） 
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１．「事業運営の透明性の向上」の目的 

   社会福祉法人は高い「公益性」を備えた法人として、事業運営の状況を

広く地域住民や国民へ公開し、説明責任を果たす必要があります。 

   このため「事業運営の透明性の向上」では、閲覧・備置き、公表すべき

書類等を整理するほか、閲覧請求者を利害関係人から国民一般に拡大する

など、社会福祉法人に対して、これまで以上に積極的な情報の公開を求め

ています。 

 

 

 

 

 

 

２．情報公開の範囲と方法 

（１）定款 

  ① 備置き（法第 34 条の２第１項） 

主たる事務所及び従たる事務所に備置く必要があります。 

 

② 閲覧等の請求（法第 34 条の２第２項及び第３項） 

評議員及び債権者は、社会福祉法人の業務時間内はいつでも閲覧、謄

本・抄本の交付を請求することができます。また、評議員・債権者を除く

何人も、社会福祉法人の業務時間内はいつでも閲覧を請求できます。 

 

③ 公表（法第 59 条の２第１項第１号） 

  定款は、定款の変更認可申請・届出をした場合にはその都度、厚生労働

省令で定める方法（＝インターネットを利用）により公表する必要があり

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

事業運営の透明性の向上 

！ 
情報公開の時期（附則第２条） 

情報の公開に関する規定は、役員報酬関係の規定を除き、平成 28 年

４月１日から施行されています。 

されています。 
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（２）計算書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 備置き（法 45 条の 32 第１項及び第２項） 

  計算書類等は、定時評議員会の２週間前の日から５年間その主たる事務

所に、従たる事務所については、その写しを定時評議員会の日の２週間前

の日から３年間、それぞれ備置く必要があります。 

  ただし、計算書類等を電磁的記録で作成し、閲覧請求や交付請求に応じ

ることができる厚生労働省令で定める措置をとっている場合は、従たる事

務所に備え置かなくても構いません。 

 

② 閲覧等の請求（法 45 条の 32 第３項及び第４項） 

評議員・債権者は、社会福祉法人の業務時間内はいつでも計算書類等の

閲覧、謄本・抄本の交付を請求することができます。また、評議員・債権

者を除く何人も、社会福祉法人の業務時間内はいつでも閲覧を請求できま

す。 

 

③ 公表（法第 59 条の２第１項第３号） 

  計算書類等のうち、厚生労働省令で定める書類については、インターネ

ットを利用して公表する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

計算書類等 

ア．計算書類（貸借対照表、収支計算書、 

事業活動計算書） 

※収支計算書に事業活動計算書が含まれる。 

イ．事業報告 

ウ．ア及びイの附属明細書 

エ．監査報告（監事等が作成） 
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（３）財産目録等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 備置き（法第 45 条の 34 第１項） 

  毎会計年度終了後３ヶ月以内に（新設法人においては、成立した日以降

遅滞なく）、財産目録等を作成し、作成から５年間その主たる事務所に、

従たる事務所については、その写しを３年間、それぞれ備置く必要があり

ます。 

 

② 閲覧等の請求（法第 45 条の 34 第３項） 

何人も、社会福祉法人の業務時間内はいつでも財産目録等の閲覧を請求

できます。また、当該社会福祉法人の評議員以外の者から閲覧の請求があ

る場合には、「役員等名簿」に記載の「個人の住所」を除外して閲覧させ

ることができます。 

ただし、計算書類等を電磁的記録で作成し、閲覧請求や交付請求に応じ

ることができる厚生労働省令で定める措置をとっている場合は、従たる事

務所に備え置かなくても構いません。 

 

③ 公表（法第 59 条の２第１項第２号及び第３号） 

  財産目録等のうち、厚生労働省令で定める書類については、インターネ

ットを利用して公表する必要があります。 

  ただし、「報酬等の支給の基準を記載した書類」については、支給基準

の変更について評議員会の承認を受けるごとに、インターネットを利用し

て公表する必要があります。 

 

 

財産目録等 

ア．財産目録 

イ．役員等名簿 

ウ．役員報酬等支払基準 

エ．現況報告書 

  事業の概要その他の厚生労働省令

で定める事項を記載した書類 
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 備置き・閲覧 公表 

事業報告書 ●  

財産目録 ●  

貸借対照表 ● ● 

収支計算書 

※事業活動計算書、資金収支計算書 
● ● 

監事の意見を記載した書類 ●  

現況報告書 
※役員名簿、補助金、社会貢献活動に係る支出

額、役員の親族等との取引状況を含む 
● ● 

役員区分ごとの報酬総額 ● ● 

定款 ● ● 

役員報酬基準 ● ● 

事業計画書 ●  

注）「役員区分ごとの報酬総額」及び「役員報酬基準」は、平成 29 年度から 

備置き・閲覧、公表を行う。 
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   社会福祉法人には、事業の実施にあたり、施設整備に対する補助や税制

上の優遇措置が講じられています。このため、社会福祉法人は適正かつ公

正に支出管理を行い、余剰金（いわゆる内部留保）が発生した場合には、

法人内部に溜め込まず、さらなる社会福祉の充実のために積極的に活用す

る必要があります。 

「財務規律の強化」は、主に法人会計の面から、説明責任が果たせるよう

新たな仕組みづくりを行うものです。 

 

 

 

  A 財務規律の強化をすすめるうえで 

基礎となる「正確な法人会計」 

 

 

            B 適正かつ公正な支出 

 

                       役員等報酬などの支払 

 

 

 

 

 

 

    C 余裕財産の明確化       D 福祉サービスへの再投下 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財務規律の強化 

社会福祉法人 

社会福祉事業 

公益事業など 
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１．会計帳簿の整備 

（１）作成と保存（法第 45 条の 24） 

   社会福祉法人は、適時に、正確な会計帳簿を作成する必要があります。

また、作成した会計帳簿は、会計帳簿を閉鎖したときから 10 年間保存し

なければなりません。 

 

（２）閲覧等の請求（法第 45 条の 25） 

   当該社会福祉法人の評議員は、法人の業務時間内であればいつでも、閲

覧および謄写の請求ができます。 

 

 

２．計算書類等の整備 

「計算書類等」とは、計算書類（ア）、事業報告（イ）、ア及びイの附属明細

書（ウ）ならびに監査報告（オ）を指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）作成（法第 45 条の 27 第２項及び第３項） 

社会福祉法人は、毎会計年度終了３月以内に計算書類等を作成する必要

があります。また、これらは電磁的記録をもって作成することができます。 

 

（２）監査等の実施 

  ① 監事等による監査（法第４５条の２８第１項及び第２項） 

計算書類等（ア～ウ）は、監事による監査を受ける必要があります。 

また、会計監査人を設置している法人は、監事の監査に加え、計算書類

A 正確な法人会計 

計算書類等 

ア 計算書類（貸借対照表、収支計算書

事業活動計算書） 

※収支計算書に事業活動計算書が含まれる。 

イ 事業報告 

ウ ア及びイの附属明細書 

エ 監査報告（監事等が作成） 
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（ア）、附属明細書（ウ）について会計監査人の監査を受ける必要があり

ます。 

 

  ② 理事会の承認（法第４５条の２８第３項） 

    監事等の監査を受けた計算書類等は、理事会の承認を受けなければな

りません。 

 

  ③ 定時評議員会への提出・承認（法第４５条の３０第２項及び第３項） 

    理事会の承認を受けた計算書類等は、定時評議員会の承認を受けなけ

ればなりません。なお、事業報告（イ）については、評議員会への報告

で足りることとされています。 

 

 

（３）保存、備置き・閲覧および公表（法第４５条の２７第４項他） 

「計算書類等」は、作成した計算書類等は、作成後 10 年間保存しなけ

ればなりません。 

なお、備置き・閲覧および公表については、本手引き 29 ページを参照

してください。 

 

 

 

３．財産目録等の整備 

「財産目録等」とは、財産目録（ア）、役員等名簿（イ）、役員報酬等支払基

準（ウ）ならびに現況報告書（エ）を指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財産目録等 

ア 財産目録 

イ 役員等名簿 

ウ 役員報酬等支払基準 

エ 現況報告書 

  事業の概要その他の厚生労働省令

で定める事項を記載した書類 
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（１）作成と保存（法第 45 条の 34 第１項） 

社会福祉法人は事業年度ごとに作成する必要があります。 

 

（２）備置き・閲覧および公表（法第 45 条の 34 第１項及び第３項他） 

備置き・閲覧および公表については、本手引き 49 ページを参照してく

ださい。 
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１．適正な役員の報酬 

（１）役員等の報酬 

  ① 報酬等の支払基準（法第 45 条の 35 第１項及び第２項他） 

    役員等（理事、監事及び評議員）に対する報酬等（報酬、賞与その他

の職務遂行の対価として受ける財産上の利益及び退職手当をいいます。）

については、厚生労働省令で定めるところにより、民間事業者の役員等

の報酬等及び従業員の給与、当該社会福祉法人の経理状況その他の事情

を考慮して、不当に高額なものとならないような支給の基準を定めなけ

ればなりません。 

    また、この報酬等の支給の基準は、評議員会の承認を受けるとともに、

これを公表する必要があります。 

 

② 報酬等の定め 

ア．評議員の報酬等（法第 45 条の８第４項） 

     評議員の報酬等の額は、定款で定める必要があります。 

 

イ．理事の報酬等（法第 45 条の 16 第４項） 

理事の報酬等の額は、定款にその額が定めていないときは、評議員

会の決議によって定めることになります。 

 

ウ．監事の報酬等（法第 45 条の 18 第３項） 

理事の報酬等の額は、定款にその額が定めていないときは、評議員

会の決議によって定めることになります。 

なお、監事は、その適正な報酬を確保するため、評議員会において、

監事の報酬等について意見を述べることができます。 

 

 

（２）会計監査人の報酬等（法第 45 条の 19 第６項） 

   会計監査人又は一時会計監査人の職務を行うべき者の報酬等を定める場

合には、監事の過半数の同意を得る必要があります。 

 

 

（３）報酬等支払基準および報酬総額の公表など 

公表などについては、本手引き 49 ページを参照してください。 

B 適正かつ公正な支出管理 
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２．関係者への特別の利益供与の禁止（法第 26 条の２） 

 

 

 

 

   社会福祉法人は、その事業を行うに当たり、その理事、監事、評議員、

職員その他の政令で定める次の者に対し、特別の利益を与えることはでき

ません。 

   ① 当該社会福祉法人の設立者、理事、監事、評議員又は職員 

   ② ①に掲げる者の配偶者又は三親等以内の親族 

   ③ ①及び②に掲げる者と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と

同様の事情にある者 

   ④ ②及び③に掲げる者のほか、①に掲げる者から受ける金銭その他の

財産によって生計を維持する者 

   ⑤ 当該社会福祉法人の設立者が法人である場合にあっては、その法人

が事業活動を支配する法人又はその法人の事業活動を支配する者と

して厚生労働省令で定めるもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

！ 
施行の時期（附則第２条） 

特別の利益供与の禁止に関する規定は、平成 28 年４月１日から施行 

されています。 
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１．余裕財産の範囲（法第 55 条の２第１項） 

前会計年度に係る貸借対照表の「資産の部」から「負債の部」を差し引い

た額（A）が、事業を継続するために必要な財産額として厚生労働省令で定

めるところにより算定した額（B）を超えるとき、その超えた部分をいわゆ

る内部留保（法では「社会福祉充実残額」といいます。）としています。 

 

                         網掛け部分が余裕財産 

                         （社会福祉充実残額） 

 

 

 

 

   資産の部   負債の部     A（資産－負債）  B（控除財産） 

 

 

（２）事業を継続するために必要な財産額（控除財産額）（法第 55 条の２第１

項第１号、第２号） 

    事業の継続の必要財産額として厚生労働省令で定めるところにより算

定した額（B）としては、次の財産の控除が予定されています。 

    ① 社会福祉事業に活用している不動産など 

    ② 施設の建替・修繕等に要する費用など 

    ③ 法人の経営に必要な運転資金など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

C 余裕財産（いわゆる内部留保）の明確化 
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１．社会福祉充実計画の作成（法第 55 条の２第１項） 

余裕財産がある社会福祉法人は、社会福祉充実計画を作成し、社会福祉事

業等へ再投下する必要があります。 

 

（１）社会福祉充実計画の検討（法第 55 条の２第４項） 

社会福祉法人は、次に掲げる事業の順にその実施について検討し、社会

福祉充実計画を作成します。 

   ① 社会福祉事業又は公益事業（法第２条第４項第４号に掲げる事業に

限る。） 

   ② 地域公益事業（法第２条第４項第４号に掲げる事業を除き、日常生

活又は社会生活上の支援を必要とする事業区域の住民に対し、無料

又は低額な料金で、その需要に応じた福祉サービスを提供するもの

に限る。） 

   ③ 公益事業（①及び②に該当するものを除く。） 

 

（２）意見の聴取（法第 55 条の２第５項、第６項） 

社会福祉充実計画の作成の際、公認会計士、税理士その他財務に関する

専門的な知識経験を有する者として厚生労働省令で定める者の意見を聴

取する必要があります。 

また、「地域公益事業」を行う社会福祉充実計画を作成する場合には、

当該地域公益事業の内容及び事業区域における需要について、当該事業区

域の住民その他の関係者の意見も聴取する必要があります。 

 

（３）評議員会及び所轄庁の承認（法第 55 条の２第７項、第９項） 

社会福祉充実計画は、評議員会の承認と所轄庁の承認を受ける必要があ

ります。 

 

 

２．計画の変更（法第 55 条の３） 

   社会福祉充実計画の内容を変更しようとするときは、厚生労働省令で定

める軽微な変更を除き、所轄庁の承認が必要です。なお、軽微な変更につ

いては、所轄庁への届出を要します。 

 

 

D 福祉サービスへの再投下 
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１．責務の目的（法第２４条） 

社会福祉法人は、社会福祉事業に係る福祉サービスの供給確保の中心的な

役割を果たすだけでなく、他の経営主体では対応困難な福祉サービスの供給

を含め、地域におけるさまざまな福祉ニーズを充足するための取組みに積極

的に取り組んでいくことを本旨とする存在です。 

社会環境の変化に伴い、福祉ニーズが多様化・複雑化し、社会福祉法人の

果たすべき役割がますます重要になっていることを踏まえ、こうした社会福

祉法人の本旨を社会福祉事業及び公益事業を行うに当たっての責務として

明確に規定しました。 

 

 

 

 

 

  「地域における公益的な取組」については、次の３項目のすべてに該当す

る必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

                福祉サービス 

 

 

                  料金など 

 

 

 

 

 

 

 

！ 

地域における公益的な取組を実施する責務 

施行の時期（附則第２条） 

地域における公益的な取組を実施する責務に関する規定は、平成 28

年４月１日から施行されています。 

対 象 

 

（２）日常生活又

は社会生活上の支

援を必要とする者 

社会福祉事業 

又は 

公益事業 

（１）社会福祉事業又は公益事業を行うに当たって

提供される福祉サービスであること 

（３）無料又は低額な料金で提供される福祉サービス

であること 

社会福祉法人 
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１．行政の関与の見直し（法第５６条～法第５７条の２） 

   福祉ニーズが多様化・複雑化していくなかで、高い公益性と非営利性を 

  確保する法人運営が求められていることから、専門的な見地に立って適正

な法人運営を担保する仕組みが必要となっています。 

   「行政の関与の在り方」では、指導監督の実行性を高めるとともに、国

及び都道府県市による連携や支援に係る仕組みを構築するため、規定を整

備するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行政の関与の在り方 

！ 
施行の時期（附則第２条） 

地域における公益的な取組を実施する責務に関する規定は、平成 28

年４月１日から施行されています。 
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よくあるご質問 

○ 社会福祉法人制度改革に関する質問については、厚生労働省から発出され

ている FAQ もあわせてご確認ください。 

 

①『「社会福祉法人制度改革の施行に向けた留意事項について」に関するＦＡ

Ｑについて』（平成 28 年６月 20 日、厚生労働省社会・援護局福祉基盤課） 

 

②「社会福祉法人制度改革に関するＦＡＱ（社会福祉法人制度改革の施行に向

けたブロック別担当者会議）」（平成 28 年８月 22 日、厚生労働省社会・援

護局福祉基盤課） 

 

 

 

 ●経営組織のガバナンスの強化…………………………………………… 59 

  １ 定款…………………………………………………………………… 59 

  ２ 評議員・役員（理事・監事）選任………………………………… 60 

  ３ 任期…………………………………………………………………… 65 

  ４ 評議員会・理事会等の招集・開催………………………………… 66 

 

 ●事業運営の透明性の向上………………………………………………… 67 

 

 ●財務規律の強化…………………………………………………………… 69 

  １ 役員報酬……………………………………………………………… 69 

  ２ 社会福祉充実計画…………………………………………………… 70 

 

 ●地域における公益的な取組を実施する責務…………………………… 71 

 

 ●行政の関与の在り方……………………………………………………… 72 

 

 

 

 

 

 

 



- 59 - 

 

 

 

１ 定款 

 

Q1 

平成 28 年度中に改正社会福祉法の規定に沿った定款の変更をする必要がある 

とのことですが、変更した定款の効力は「認可のとき」から生じますか？ 

 

A1 

「社会福祉法等の一部を改正する法律」附則第７条第２項の規定により、改

正法の規定に沿った定款の変更は、施行日において、その効力を有するとされ

ています。 

 したがって、改正法の規定に沿って変更した定款は、平成 29 年４月１日か 

ら適用され、同年３月 31 日までは、これまでどおりの定款（変更前の定款） 

が適用されます。 

なお、同条第１項の規定により、すべての社会福祉法人は、施行日（平成 29

年４月１日）までに、必要な定款の変更をし、所轄庁の認可を受けなければな

らないとされています。 

 

 

    変更前の定款 

 

 

                         変更後の定款 

 

 

               ３月 31 日  ４月１日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経営組織のガバナンスの強化 

定 款 

変更認可 
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２ 評議員・役員（理事・監事）選任 

 

Q２ 

法改正に合わせて定款を変更しても、平成 29 年４月１日以降しか効力が生じ

ないとのことですが（Q１関係）、その場合、平成 28 年度中に新しい定款に基

づいて新評議員を選任することができないのではないでしょうか？ 

 

A２ 

すべての社会福祉法人は、今回の社会福祉法改正にあわせて、平成 28 年度

中に必要な定款の変更手続きをする必要があります（Q１を参照）。 

また、改正社会福祉法の施行に伴い、すべての社会福祉法人では、新たに評

議員を選任する必要があり、選任方法は新たに定款で定めた方法で行うことと

なっています。 

 しかし、法改正のために行った定款の効力は、平成 29 年４月１日から効力 

が生じるため、平成 28 年度中に行う新評議員の選任が出来ないのではないか 

との疑問が出てきます。 

そこで、「社会福祉法等の一部を改正する法律」附則第９条では、「施行日（平

成 29 年４月１日）以前に設立された社会福祉法人は、施行日までに、あらか

じめ、新社会福祉法第 39 条の規定の例（＝平成 28 年度中に定款変更し、平

成 29 年４月１日から効力が生じる定款で定めた、新評議員を選任する方法）

により、評議員を選任しておかなければならない。」と規定し、まだ効力が生じ

ていない定款に定める方法により、平成 28 年度中に新評議員を選任できるよ

うにしています。 

 

 

                         変更後の定款 

 

 

 

 

 

 

                        新たな評議員の任期 

 

 

               ３月 31 日  ４月１日 

定 款 

変更認可 

新評議員の選任 

（新定款で定める選任方法） 

改正法附則第９条の規定 
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Q３ 

平成 28 年度中（例：平成 29 年２月 20 日）に現在の評議員の任期が満了し

ますが、現在の評議員の任期は平成 29 年３月 31 日までに延長されますか？ 

 

A３ 

評議員の任期満了日が平成 29 年３月 31 日となるのは、平成 29 年３月 31

日時点で現に評議員である者に限られます。したがって、本問の場合には平成

29 年２月 20 日で任期が満了します。 

平成 29 年２月 21 日から同年３月 31 日までを任期とする評議員を、別に

選任する必要がありますので、ご注意ください。 

 

 

■現在の評議員の任期満了日が「平成 29 年３月 31 日以後」にある場合 

 

   現在の評議員              （本来の任期） 

 

 

                        新たに選任した評議員 

 

               ３月 31 日  ４月１日 

 

 

 

■現在の評議員の任期満了日が「平成 29 年３月 30 日まで」にある場合 

（Q３のケース） 

 

   現在の評議員 

                  任期満了 

 

                        新たに選任した評議員 

 

    ２月 20 日       ３月 31 日  ４月１日 

 

 

 

 

当該期間を任期とする 

評議員の選任が必要 
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Q４ 

平成 28 年度中（例：平成 29 年２月 20 日）に現在の理事の任期が満了しま

すが、この場合であっても現在の理事の任期は「平成 29 年４月１日以後最初

に招集される定時評議員会の終結の時まで」に延長されますか？ 

 

A４ 

役員（理事・監事）の任期満了日が「平成 29 年４月１日以後最初に招集さ

れる定時評議員会の終結の時まで」となるのは、平成 29 年４月１日時点で現

に役員である者に限られます。したがって、本問の場合には平成 29 年２月 20

日で任期が満了します。 

また、平成 29 年２月 21 日から「平成 29 年４月１日以後最初に招集され

る定時評議員会の終結の時まで」を任期とする理事を、別に選任する必要があ

りますので、ご注意ください。 

 

■現在の役員（理事・監事）の任期満了日が「平成 29 年４月１日以後」に 

ある場合（※Q５も参照） 

 

   現在の役員               （本来の任期） 

 

 

                        新たに選任した役員 

 

           ４月１日 

 

 

■現在の役員（理事・監事）の任期満了日が「平成 29 年３月 31 日まで」に 

ある場合（Q４のケース） 

 

   現在の役員 

                任期満了 

 

 

                        新たに選任した役員 

 

      ２月 20 日 ４月１日 

 

定 時 

評議員会 

当該期間を任期とする 

役員の選任が必要 

定 時 

評議員会 
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Q５ 

平成 2９年４月１日から「施行日以後最初に招集される定時評議員会の終結の

時」までの期間に現在の理事の任期が満了（例：平成 29 年４月６日に任期満

了、定時評議員会は同年６月 20 日開催）しますが、この場合の理事の任期は

いつまでですか？ 

 

A５ 

役員（理事・監事）の任期満了日が「平成 29 年４月１日以後最初に招集さ

れる定時評議員会の終結の時まで」となるのは、平成 29 年４月１日時点で現

に役員である者に限られます。 

したがって、本問の場合には、平成 29 年４月１日に現に役員として在任し

ている者にあたることから、「平成 29 年４月１日以後最初に招集される定時評

議員会の終結の時まで」が任期となり、平成 29 年４月７日から定時評議員会

終結の時まで任期が延長されることになります。 

 

 

         任期満了（４月６日） 

 

 

   現在の役員        （任期の延長） 

 

 

 

                          新たに選任した役員 

 

       ４月１日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定時評議員会 

（６月 20日） 
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Q６ 

Q３や Q４のケースの場合で、新評議員や新役員の任期が開始するまでの期間

を任期とする評議員や役員は、どのように選任すればよいですか？ 

 

A６ 

 平成 28 年度中に任期が満了する評議員・役員がいる社会福祉法人は、新評

議員や新役員の任期が開始されるまでの期間を任期とする評議員・役員を選任

する必要があります（Q３および Q４のケース）。 

一方で、改正社会福祉法の施行に合わせるため、平成 28 年度中に必要とさ

れる定款変更は、その効力が平成 29 年４月１日より生じるとされています。 

したがって、本問の場合、現在の社会福祉法人の定款（改正社会福祉法に合

わせて変更する前の定款）に基づき、これまでの選任方法により行うことにな

ります。 

なお、評議員や役員は現在の定款に基づき選任するので、その任期は「現在

の社会福祉法人の定款で定める任期」での選任となります（例 現在の定款で

評議員の任期を２年としている法人で、平成 28 年 11 月に評議員を選任する

場合、「任期２年」として評議員を選任します。ただし、法律の規定により実際

には平成 29 年３月 31 日で任期満了となります）。 
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３ 任期 

 

Q７ 

改正法の施行日（平成 29 年４月１日）前に新評議員を選任して、施行日より

前に任期を開始することは可能ですか？ 

A７ 

 新評議員の任期を施行日（平成 29 年４月１日）より前に開始することはで

きません。 

「社会福祉法等の一部を改正する法律」附則第９条では、社会福祉法人は、

改正法の施行日（平成 29 年４月１日）までに新評議員を選任しなければなら

ないとされており、同条第２項では、改正法の施行のために行った新評議員の

選任は、平成 29 年４月 1 日から効力を生じると規定しています。 

 そのため、例えば平成 29 年２月 20 日に新評議員を選任したとしても、そ

の効力は同年４月１日までは生じません。 

 

Q８ 

評議員や理事・監事の任期の終期である「選任後●年以内に終了する会計年度

のうち最終のものに関する定時評議員会の終結の時まで」とは、いつですか。 

 

A８ 

理事の任期は、「選任後２年以内に終了する会計年度のうち最終のものに関す

る定時評議員会の終結の時まで」とされています（法第 45 条、ただし定款に

よって短縮することは可能）。 

例えば、定時評議員会を毎年６月頃に行っている法人の理事の任期を例にす

ると、平成 30 年６月末の定時評議員会で理事を選任した場合の理事の任期は

平成 32 年６月頃に開催される定時評議員会の終結の時までの期間となります。

なお、評議員や監事の任期の終期についても同じ考え方です。 

 

       １年目      ２年目 

 

 

 

 

 

  ６月       ６月       ６月       ６月 

 平成 30 年度   平成 31 年度   平成 32 年度   平成 33 年度 

選任後２年以内に終了する会計

年度のうち最終のもの（＝平成

31 年度）に関する定時評議員会 

理事の任期 
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４ 評議員会・理事会等の招集・開催 

 

Q９ 

改正社会福祉法の施行日（平成 29 年４月１日）以後に、理事会と評議員会を 

同日開催を予定しているが、可能ですか？ 

 

A９ 

 評議員会を開催する場合には、開催日の一週間前までに、各評議員に書面に

より通知する必要があるため、原則として同日開催は不可能ですが、評議員全

員の同意を得ることで評議員会の招集通知を省略することが出来るため、この

場合には理事会と評議員会の同日開催が可能になります。 

 ただし、定時評議員会と理事会を同日に開催することは出来ませんので、ご

注意ください（Q10 参照）。 

 

 

 

Q10 

改正社会福祉法の施行日（平成 29 年４月１日）以後に、理事会と定時評議員

会の同日開催を予定しているが、可能ですか？ 

 

A10 

 定時評議員会を開催する場合には、開催日の一週間前までに、各評議員に書

面により通知する必要があるほか、開催日の二週間前までに計算書類を事務所

に備置く必要があります。 

 各評議員への開催通知については、一定の要件を満たすことにより省略する

ことが可能ですが、計算書類を備置く時期は短縮できませんので、結果として、

計算書類（案）を審議して定時評議員会へ議案として提出することを決議する

理事会と、その後の定時評議員会とは同日開催することが出来ず、最低二週間

以上の期間を設ける必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

定 時 

評議員会 

二週間以上 

一週間以上 

計算書類の備置き 

各評議員への開催通知 
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Q１ 

現況届等の公表、備付け・閲覧が義務化されるが、「役員区分ごとの報酬総額」

及び「役員報酬基準」も平成 28 年度から公表等する必要がありますか？ 

 

A１ 

 「役員区分ごとの報酬総額」及び「役員報酬基準」に限り、平成 28 年度中

の公表等は必要ありません。 

 

 

Q２ 

「役員区分ごとの報酬総額」には、職員として受け取る給与も含まれますか？ 

 

A２ 

 法では「報酬等」を「報酬、賞与その他の職務遂行の対価として受ける財産

上の利益及び退職手当」と定義しているため、職員として受け取る給与も含ま

れることになります。 

 

 

Q３ 

法人のホームページが無いため、インターネットの利用による計算書類等が 

公表できません。どうすればよいですか？ 

 

A３ 

 法人のホームページが無いなどの理由により、インターネットの利用による

計算書類等が公表できない場合は、所轄庁のホームページで公表することにな

ります。詳しくは、所轄庁へお問い合わせください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業運営の透明性の向上 
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Q４ 

計算書類等を備置き・閲覧に供する必要がある「従たる事務所」に、法人が運

営している社会福祉施設は含まれますか? 

 

A４ 

 社会福祉法人の「主たる事務所」及び「従たる事務所」は、それぞれ計算書

類等を備置き・閲覧に供する必要があります。 

そのうち「従たる事務所」とは、社会福祉法人の法人登記簿に記載される主

たる事務所以外の事務所を指します。 

 したがって、主たる事務所（法人本部）が直接経営している社会福祉施設で、

社会福祉法人の法人登記簿に記載がないものであれば、「従たる事務所」ではあ

りません。 
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１ 役員報酬 

 

Q１ 

評議員並びに理事及び監事に対する報酬等支払基準はどのように定めれば良い

ですか？ 

A１ 

評議員並びに理事及び監事に対する報酬等については、厚生労働省令で定め

るところにより、民間事業者の役員の報酬等及び従業員の給与、当該社会福祉

法人の経理状況その他の事情を考慮して、不当に高額なものとならないような

支給の基準を定める必要があります（法第 45 条の 35 第１項）。 

なお、厚生労働省令では、次の①から④についての事項が定められる予定で

す。 

 

 ① 役員等の勤務形態に応じた報酬等の区分 

   常勤・非常勤別に報酬を定めること。 

 

 ② 報酬等の金額の算定方法 

  ア 報酬等の算定の基礎となる額、役職、在職年数など、どのような過程

を経てその額が算定されたか、法人として説明責任を果たすことができ

る基準を設定すること。 

  イ 評議員会が役職に応じた一人当たりの上限額を定めた上で、各理事の

具体的な報酬金額については理事会が、監事や評議員については評議員

会が決定するといった規定は、許容される（国等他団体の俸給表等を準

用している場合、準用する給与規程（該当部分の抜粋も可）を支給基準

の別紙と位置づけ、支給基準と一体のものとして所轄庁に提出するこ

と。）。 

  ウ 評議員会の決議によって定められた総額の範囲内において決定すると

いう規定や、単に職員給与規程に定める職員の支給基準に準じて支給す

るというだけの規定は、どのような算定過程から具体的な報酬額が決定

されるのかを第三者が理解することは困難であり、法人として説明責任

を果たすことができないため、認められない。 

  エ 退職慰労金については、退職時の月例報酬に在職年数に応じた支給率

を乗じて算出した額を上限に各理事については理事会が、監事や評議員

については評議員会が決定するという方法も許容される。 

財務規律の強化 
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 ③ 支給の方法 

   支給の方法とは、支給の時期（毎月か出席の都度か、各月または各年の

いつ頃か）や支給の手段（銀行振込みか現金支給か）等をいう。 

 

 ④ 支給の形態 

   支給の形態とは、現金・現物の別等をいう。ただし、「現金」「通貨」と

いった明示的な記載がなくとも、報酬額等につき金額の記載しかないなど

金銭支給であることが客観的に明らかな場合は、「現金」等の記載は特段し

なくても差し支えない。 

 

 

 

２ 社会福祉充実計画 

 

Q１ 

余裕財産が発生した場合、社会福祉充実計画を作成して一会計年度内にすべて

を再投下する必要がありますか？ 

 

A１ 

 社会福祉充実計画は、計画期間を必ずしも単年度に設定する必要はなく、複

数年度にわたって計画的に再投下することも可能です。 
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Q１ 

「地域における公益的な取組」の具体例を教えてください 

 

A１ 

 厚生労働省の通知によると、以下の具体例が「該当し得る」取組として示さ

れています。 

（１）地域の障害者、高齢者と住民の交流を目的と祭りやイベント 

（２）要支援・要介護者に対する入退院支援 

（３）子育て家族への交流の場の提供 

（４）家庭環境により十分な学習機会のない児童に対する学習支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域における公益的な取組を実施する責務 
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Q１ 

沖縄県内に主たる事務所が所在する社会福祉法人で、県外でも事業を実施して

いますが、この場合の所轄庁はどこになりますか。 

 

A１ 

 これまで複数県で事業を実施する場合、その社会福祉法人の所轄庁は厚生労

働大臣とされていました。 

しかし、平成 28 年４月１日より所轄庁の権限移譲が行われ、原則として「主

たる事務所がある都道府県知事または政令指定都市の長」に改正されました。 

 したがって、主たる事務所が沖縄県にあることから、沖縄県知事が所轄庁と

なります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行政の関与の在り方 
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県内社会福祉法人・担当窓口一覧 

○ 平成 28 年４月１日現在の県内の社会福祉法人について掲載しています。 

○ 平成 28 年度中に新設された社会福祉法人については、設立認可をした行

政庁（県または各市）が所轄庁となります。 

 

 

沖 縄 県 が所轄する社会福祉法人…………………………………………… 74 

 子ども生活福祉部 福祉政策課……………………………………………… 74 

 子ども生活福祉部 高齢者福祉介護課……………………………………… 75 

 子ども生活福祉部 青少年・子ども家庭課………………………………… 75 

 子ども生活福祉部 子育て支援課…………………………………………… 76 

 子ども生活福祉部 障害福祉課……………………………………………… 77 

 

那 覇 市 が所轄する社会福祉法人…………………………………………… 79 

宜野湾市 が所轄する社会福祉法人…………………………………………… 81 

石 垣 市 が所轄する社会福祉法人…………………………………………… 82 

名 護 市 が所轄する社会福祉法人…………………………………………… 83 

沖 縄 市 が所轄する社会福祉法人…………………………………………… 84 

うるま市 が所轄する社会福祉法人…………………………………………… 86 

宮古島市 が所轄する社会福祉法人…………………………………………… 88 

 

南部広域市町村圏事務組合 が所轄する社会福祉法人……………………… 89 
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沖縄県 が所轄する社会福祉法人 

 

■子ども生活福祉部 福祉政策課           TEL（098）866-2177 

法人名 法人所在地 

沖縄県社会福祉協議会 那覇市首里石嶺町４丁目 373 番地１ 

国頭村社会福祉協議会 国頭村字辺土名 1709 

大宜味村社会福祉協議会 大宜味村字喜如嘉 320 番地 

東村社会福祉協議会 東村字平良 804 番地 東村保健福祉センター内 

今帰仁村社会福祉協議会 今帰仁村字天底 62 番地 

本部町社会福祉協議会 本部町字大浜 881-4 

恩納村社会福祉協議会 恩納村字恩納 6302 番地 

宜野座村社会福祉協議会 宜野座村字惣慶 1898 

金武町社会福祉協議会 金武町字金武 1842 番地 

伊江村社会福祉協議会 伊江村字川平 364 番地の 1 

読谷村社会福祉協議会 読谷村字座喜味 2975 番地 

嘉手納町社会福祉協議会 嘉手納町字水釜 447 番地 1 

北谷町社会福祉協議会 北谷町字吉原 26 番地 6 

北中城村社会福祉協議会 北中城村字仲順 451 番地 

中城村社会福祉協議会 中城村字添石 236 

西原町社会福祉協議会 西原町字与那城 135 

与那原町社会福祉協議会 与那原町字上与那原 16-2 

南風原町社会福祉協議会 南風原町字宮平 697 番地 10 

渡嘉敷村社会福祉協議会 渡嘉敷村字渡嘉敷 747 番地 

座間味村社会福祉協議会 座間味村字座間味 109 番地 

粟国村社会福祉協議会 粟国村字東 1088 

渡名喜村社会福祉協議会 渡名喜村 1860 番地 

南大東村社会福祉協議会 南大東村字南 144 番地の 1 

北大東村社会福祉協議会 北大東村中野 212 

伊平屋村社会福祉協議会 伊平屋村字我喜屋 300 番地 

伊是名村社会福祉協議会 伊是名村字仲田 1163 番地 

久米島町社会福祉協議会 久米島町字儀間 5 番地 

八重瀬町社会福祉協議会 八重瀬町字東風平 1318 番地 1 

多良間村社会福祉協議会 多良間村字仲筋 160 番地 

竹富町社会福祉協議会 石垣市美崎町 16 番地 6 

与那国町社会福祉協議会 与那国町字与那国 255 番地 

沖縄県共同募金会 那覇市首里石嶺町４丁目 373 番地１ 

沖縄県社会福祉事業団 那覇市首里石嶺町 4 丁目 373 番地１ 

沖縄コロニー 浦添市宮城 4 丁目 9 番 17 号 

 

 

 

 



- 75 - 

 

■子ども生活福祉部 高齢者福祉介護課        TEL（098）866-2214 

法人名 法人所在地 

沖縄にじの会 那覇市古波蔵 4 丁目 10 番 5 号大蔵ﾏﾝｼｮﾝ 103 号 

明和会 豊見城市金良 88 番地 

憲寿会 八重瀬町当銘 378 番地１ 

転生会 八重瀬町安里 670 番地 

以和貴会 南城市玉城字喜良原 535 番地 

千尋会 南風原町新川 470 番地の１ 

南島会 与那原町与那原 3782 番地の１ 

喜寿会 南城市佐敷小谷 238 番地の１ 

立命会 南城市知念字久手堅 275 番地の１ 

琉球ｷﾘｽﾄ教奉仕団 北中城村字島袋 1393 番地 

いなほ会 中城村字添石 363 番地 

心の会 久米島町嘉手苅５３３番地１ 

久仙会 久米島町兼城 1464 番地の５ 

粟国福祉会 粟国村字東 1796 番地 

おもと会 那覇市安里１丁目７番３号 

がじゅまる会 西原町字掛保久 346 番地 

ゆうなの会 那覇市首里大名町１丁目 43 番地の２ 

沖縄偕生会 那覇市首里石嶺町 4 丁目 389 番地 

高洋会 北谷町吉原 265 番地 

幸仁会 嘉手納町字久得 242 番地の２ 

祥永会 読谷村字座喜味 1875 番地の１ 

共恵会 読谷村座喜味２７４２番地の３ 

金武あけぼの会 金武町伊芸 1292 番地の１ 

清明会 宜野座村惣慶 1295 番地 

おきなわ長寿会 沖縄市登川 1403 番地 

常盤会 本部町谷茶 310 番地 

乙羽会 今帰仁村天底 222 番地 

麗峰会 伊江村東江前 2303 番地の１ 

いぜな会 伊是名村仲田 1687 番地 51 

容山会 国頭村辺土名 1692 番地 

石西会 竹富町字上原 870 番地の 237 

ダンヌ会 与那国町字与那国 4161 番地の１ 

 

 

■子ども生活福祉部 青少年・子ども家庭課       TEL（098）866-2174 

法人名 法人所在地 

基督教児童福祉会愛隣園 与那原町字与那原 2943 

豊友会 南城市大里字大里 2300 
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■子ども生活福祉部 子育て支援課          TEL（098）866-2457 

法人名 法人所在地 

祥雲福祉会 宮古島市平良字西里 4 

金城報恩会 那覇市寄宮 1-16-1 

津慶福祉会 南風原町字津嘉山 105 

友愛福祉会 与那原町字東浜 95-5 

若夏福祉会 南風原町字津嘉山 1666-11 

カトリック福祉会 那覇市安里 3-7-2 

シオン福祉会 西原町字翁長 303 

具志頭福祉会 八重瀬町字具志頭 26-1 

日新福祉会 与那原町字板良敷 1425 

鳳友福祉会 宜野湾市字愛知 2-16-49 

兼盛福祉会 南風原町字新川 160 

みつわ福祉会 南風原町字喜屋武 416-2 

愛和福祉会 西原町字小那覇 337-2 

ひまわり福祉会 那覇市小禄 1-18-31 

ハイジ福祉会 浦添市牧港 2-23-5 

比謝川福祉会 読谷村字都屋 266 

愛育福祉会 北谷町字宮城 1-33 

美原福祉会 うるま市石川東恩納 1517 

さんご福祉会 南風原町字本部 434-44 

愛の園福祉会 糸満市字大里 927-2 

みなと福祉会 八重瀬町字港川 95 

ひかり福祉会 宜野座村字松田 611-5 

平松福祉会 宜野座村字漢那 213 

陽名福祉会 読谷村字喜名 2272-7 

善隣福祉会 宜野湾市大山 3-31-1 

野里福祉会 南風原町字津嘉山 1208-1 

大伸福祉会 八重瀬町字当銘 273-1 

すかんぽ福祉会 西原町字安室 196-1 

まつみ福祉会 豊見城市字平良 188-23 

生育福祉会 読谷村字比謝 286 

真正福祉会 本部町字伊野波 438-1 

慈母福祉会 南風原町字大名 156-4 

明秀福祉会 宜野湾市真栄原 3-24-13 

健真福祉会 与那原町字与那原 2943-2 

富士福祉会 八重瀬町字友寄 734-2 

真泉福祉会 与那原町字与那原 950-3 

聖公会沖縄福祉会 浦添市前田 3-3-5 

小橋川福祉会 西原町字小橋川 1-2 

伸芽福祉会 南風原町字宮平 372-1 

温和会 北谷町字桃原３－８ 

報徳福祉会 那覇市銘苅 3-17-1 

創清福祉会 南風原町字宮平 607-1 
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花福祉会 南風原町字宮城 52-1 

球美福祉会 久米島町字比嘉 2827-3 

ぎしの里福祉会 八重瀬町町字宜次 674-5 

三河福祉会 北中城村字島袋 1927-1 

ゆい福祉会 本部町字大浜 865-1 

幸健福祉会 北谷町字美浜 15-77 

田園福祉会 八重瀬町字友寄 841-1 

ホサナ福祉会 西原町字小波津 586-8 

やえせ福祉会 八重瀬町字友寄 180 

八重乃会 八重瀬町字東風平 1014-3 

響福祉会 西原町字棚原 183-1 

みさき福祉会 読谷村字古堅 452 

結い福祉会 八重瀬町富盛 346-1 

陽だまり福祉会 中城村字新垣 529 

マシュー福祉会 中城村字津覇 316-1 

西翁福祉会 嘉手納町字屋良 20-1 

八重瀬わかたけ福祉会 八重瀬町字伊覇 125-1 

八重福祉会 八重瀬町字屋宜原 248-1 

三和福祉会 与那原町字与那原 1775 

子ども育成会 北谷町字宮城 1-563 

風信子館 那覇市安謝 2-29-26 

へいあん福祉会 浦添市牧港 1-64-6 

愛恵福祉会 南風原町字与那覇 153-2 

 

 

■子ども生活福祉部 障害福祉課           TEL（098）866-2190 

法人名 法人所在地 

琉球溢愛会 西原町字池田６２５番地 

とよみ福祉会 豊見城市字渡橋名９２番地の１ 

青葉会 糸満市字武富１７５番地の２ 

沖縄県身体障害者福祉協会 八重瀬町仲座１０３８－１ 

育成福祉会 南風原町字宮平５３７番地 

ニライカナイ 南城市大里字大城１３８８番地 

若竹福祉会 浦添市前田９９８番地の３ 

蒼生の会 宜野湾市長田２丁目１５番１ 

沖縄中央福祉会 北中城村字仲順５４４番地１ 

伊集の木会 那覇市古島１２番地１ 

沖縄肢体不自由児協会 那覇市寄宮２丁目３番１号 

新栄会 沖縄市山内１丁目１１番１５号 

残波かりゆし会 読谷村字座喜味１８６６番地 

海邦福祉会 読谷村字高志保１０４７番地の１ 

恩陽会 恩納村字山田１５４８番地の１ 

おきなか福祉会 うるま市石川３２５６番地の２９６ 
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朝日福祉会 金武町字金武 11655 番地 10 

松原福祉会 金武町字金武４２３１番地 

輝翔福祉会 沖縄市登川２丁目３１番１０号 

緑和会 うるま市字栄野比９３９番地 

宇堅福祉会 うるま市字宇堅９１９番地 

名護学院 名護市字為又 1015−1 

豊饒会 本部町字渡久地４９３番地の１ 

一心福祉会 大宜味村字津波１９７１番地３５ 
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那覇市 が所轄する社会福祉法人 

 

■福祉政策課                    TEL（098）862-9002 

法人名 法人所在地 

那覇市社会福祉協議会 那覇市金城 3-5-4 

 

■ちゃーがんじゅう課                TEL（098）862-9010 

法人名 法人所在地 

陽風会 那覇市牧志 3-8-10 

 

■障がい福祉課                   TEL（098）862-3275 

法人名 法人所在地 

からし種の会 那覇市首里平良町 1-32-1 

そてつの会 那覇市古波蔵 4-7-14 

沖縄県視覚障害者福祉協会 那覇市松尾 2-15-29 

 

■こどもみらい課                  TEL（098）861-6903 

法人名 法人所在地 

愛泉園福祉会 那覇市安里 3-19-16 

育泉福祉会 那覇市国場 1180-7 

うるま福祉会 那覇市牧志 2-3-15 

大竹福祉会 那覇市曙 2-8-13 

沖縄エンゼル福祉会 那覇市曙 2-21-12 

オレンジ会 那覇市田原 1-8-9 

健友福祉会 那覇市泊 1-14-24 

弘文会 那覇市繁多川 5-12-1 

こじか福祉会 那覇市天久 2-5-35 

さくら会 那覇市寄宮 1-16-10 

しらゆり保育園 那覇市識名 1-14-43 

すみれ福祉会 那覇市繁多川 1-13-65 

そめ福祉会 那覇市古波蔵 4-2-14 

大幸福祉会 那覇市壺川 1-5-14 

玉重福祉会 那覇市字上間 384-15 

千草福祉会 那覇市山下町 10-7 

通篤福祉会 那覇市牧志 2-17-21 

翼福祉会 那覇市高良 1-9-10 

東和福祉会 那覇市長田 2-34-41 

那覇垣花福祉会 那覇市金城 2-3-10 

念頭福祉会 那覇市真嘉比 2-6-11 

野菊福祉会 那覇市具志 3-20-12 

ピジョン福祉会 那覇市宇栄原 4-19-11 

ペリー福祉会 那覇市山下町 31-19 
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豊春福祉会 那覇市古波蔵 2-4-32 

ポプラ福祉会 那覇市壺川 2-5-13 

真地福祉会 那覇市字真地 229-4 

マリヤ福祉会 那覇市田原 4-2-14 

真和志福祉会 那覇市仲井真 245-1 

みぎわ福祉会 那覇市首里石嶺町 4-109-1 

みどり福祉会 那覇市首里石嶺町 4-216-3 

翠福祉会 那覇市小禄 703-1 

雅福祉会 那覇市安謝 1-8-24 

雄愛福祉会 那覇市田原 3-12-4 

郵住協福祉会 那覇市銘苅 1-18-19 

夢福祉会 那覇市長田 2-24-59 

養秀福祉会 那覇市首里寒川町 2-68-1 

若杉福祉会 那覇市首里大名町 1-64-5 

わかば友の会 那覇市寄宮 1-7-3 

わかめ福祉会 那覇市首里石嶺町 3-199-2 
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宜野湾市 が所轄する社会福祉法人 

 

■福祉推進部 福祉総務課              TEL（098）893-4411 

法人名 法人所在地 

宜野湾市社会福祉協議会 宜野湾市赤道 2 丁目 7 番 1 号 

 

■福祉推進部 障がい福祉課             TEL（098）893-4411 

法人名 法人所在地 

はごろも福祉会  宜野湾市伊佐 4 丁目 4 番 6 号 

 

■福祉推進部 子ども企画課             TEL（098）893-4411 

  

輝福祉会 宜野湾市野嵩 4 丁目 22 番 1 号 

しののめ福祉会 宜野湾市新城 2 丁目 43 番 1 号 

きゆな会 宜野湾市喜友名 1 丁目 13 番 9 号 

まなぶ福祉会 宜野湾市大山 2 丁目 11 番 12 号 

美ら島福祉会 
宜野湾市字大謝名下原 183 番、183 番 1、213 番、213 番

1（仮換地 14 街区 4-1、4-2、4-3、4-4） 

可愛福祉会 宜野湾市真栄原 1 丁目 7 番 25 号 

泉福祉会 宜野湾市我如古 2 丁目 26 番 2 号 

カンガルーの会 宜野湾市我如古 3 丁目 18 番 3 号 

車胤福祉会 宜野湾市長田 3 丁目 32 番 5 号 

恵幸会 宜野湾市愛知 1 丁目 10 番 40 号 

若菜福祉会 宜野湾市赤道 1 丁目 16 番 11 号 

太陽の子福祉会 宜野湾市赤道 2 丁目 9 番 11 号 

つくし福祉会 宜野湾市長田 3 丁目 27 番 9 号 

ラポール福祉会 
宜野湾市字宇地泊 855 番、858 番、881 番、850 番 1（仮

換地 65 街区 1-1,1-2,2-2） 
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石垣市 が所轄する社会福祉法人 

 

■福祉総務課                     TEL（0980）82-5045 

法人名 法人所在地 

石垣市社会福祉協議会 石垣市登野城 1357-1 

 

■障害福祉課                     TEL（0980）82-9947 

法人名 法人所在地 

若夏会 石垣市字大川 581 

わしの里 石垣市石垣 463-3 

綾羽福祉会 石垣市字大浜 1349-79 

 

■介護長寿課                     TEL（0980）82-7158 

法人名 法人所在地 

沖縄松楓会 石垣市宮良 1131-2 

希望ヶ丘 石垣市字宮良 1-16 

 

■児童家庭課                     TEL（0980）82-1704 

法人名 法人所在地 

オリブ友愛会 石垣市字平得 74 

石垣福祉会 石垣市字大川 577-2 

藁算福祉会 石垣市字宮良 1015-12 

双葉福祉会 石垣市字新川真喜良 2273-3 

みよし福祉会 石垣市字新川 362-5 

紺碧の会 石垣市字新川奈良佐 1695-2 

ゆがふ福祉会 石垣市石垣 340-1 

こどもの家福祉会 石垣市平得 40-1 
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名護市 が所轄する社会福祉法人 

 

■社会福祉課                     TEL（0980）53-1212 

法人名 法人所在地 

名護市社会福祉協議会 名護市港二丁目１番１号 

五和会 名護市字宇茂佐 1765 番地 

いしなぐ福祉会 名護市字宇茂佐 804 番地 2 

松籟会 名護市字宇茂佐 1873 番地 1 

翠泉会 名護市字我部祖河 829 番地 

宮島福祉会 名護市東江一丁目 10 番 24 号 

嶺丘福祉会 名護市字為又 285 番地 2 

巣立福祉会 名護市大北四丁目 24 番 14 号 

愛児福祉会 名護市字屋部 1697 番地 1 

羽地福祉会 名護市字真喜屋 682 番地 

北福祉会 名護市大北三丁目 20 番 3 号 

城山ﾈｯﾄﾜｰｸ会議 名護市大東三丁目 17 番 9 号 1 

前平福祉会 名護市字数久田 829 番地 1 

白銀福祉会 名護市宮里四丁目５番 17 号 

恵愛福祉会 名護市字伊差川 224 番地 2 

聖心福祉会 名護市大西四丁目 12 番１号 

青い海福祉会 名護市大西三丁目 14 番３号 

もとやま福祉会 名護市字宇茂佐 110 番地２ 

あい福祉会 名護市大中三丁目６番 25 号 

節和福祉会 名護市宇茂佐の森一丁目８番地５ 

のびのび会 名護市字屋部 242 番地４ 

ひんぷん会 名護市字辺野古 1009 番地７ 

風の谷福祉会 名護市字中山 1029 番地９ 

ともえ会 名護市大北三丁目７番 14 号 

リンク 名護市字為又 1220 番地 228 

うたき 名護市字安和 83 番地 

あおぞらの子福祉会 名護市字為又 1219 番地 297 

あけみお福祉会 名護市字屋部 1716-1 
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沖縄市 が所轄する社会福祉法人 

 

■こどものまち推進部 保育・幼稚園課         TEL（098）939-1212 

法人名 法人所在地 

中元福祉会 沖縄市諸見里 3-27-44 

玉城福祉会 沖縄市宮里 3-25-22 

杉の子福祉会 沖縄市越来 3-4-17 

胡屋福祉会 沖縄市胡屋 2-8-8 

こばと福祉会 沖縄市山里 1-18-18 

ことぶき福祉会 沖縄市大里 2-31-15 

大輪福祉会 沖縄市比屋根 4-31-40 

共同福祉会 沖縄市登川 1-33-3 

若草福祉会 沖縄市山内 4-1-41 

カヤ福祉会 沖縄市照屋 4-14-3 

わらべ福祉会 沖縄市安慶田 4-9-35 

仁福祉会 沖縄市字桃原 327 

栄光福祉会 沖縄市宮里 2-16-1 

あさひ福祉会 沖縄市美里仲原町 14-15 

翔福祉会 沖縄市泡瀬 1-16-9 

愛の泉福祉会 沖縄市高原 5-14-30 

白鳥福祉会 沖縄市美原 2-15-21 

海の子福祉会 沖縄市泡瀬 1-32-6 

北美福祉会 沖縄市松本 3-17-5 

歩福祉会 沖縄市池原 2-20-21 

恵泉福祉会 沖縄市泡瀬 6-24-13 

悠希会 沖縄市登川 2-8-6 

美里福祉会 沖縄市美原 1-9-8 

ぶどうの木福祉会 沖縄市泡瀬 4-45-20 

平和の里福祉会 沖縄市安慶田 1-29-33 

すみれ福祉会 沖縄市桃原 3-15-22 

 

■こどものまち推進部 こども相談・健康課       TEL（098）929-3135 

法人名 法人所在地 

国際福祉会 沖縄市知花 6-34-23 

 

■健康福祉部 高齢福祉課               TEL（098）939-1212 

法人名 法人所在地 

希愛会 沖縄市美里 6-25-38 

榕樹会 沖縄市与儀 3-5-10 

緑樹会 沖縄市胡屋 7-2-10 
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■健康福祉部 健康福祉総務課            TEL（098）939-1212 

法人名 法人所在地 

沖縄市社会福祉協議会 沖縄市住吉 1-14-29 

 

 

■健康福祉部 障がい福祉課             TEL（098）939-1212 

法人名 法人所在地 

大信福祉会 沖縄市字古謝 1031 番地の 1 

楓葉の会 沖縄市知花 6-36-2 
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うるま市 が所轄する社会福祉法人 

 

■福祉部 福祉総務課                 TEL（098）989-0203 

法人名 法人所在地 

うるま市社会福祉協議会 うるま市安慶名一丁目 8 番 1 号 

 

■福祉部 介護長寿課                 TEL（098）973-3208 

法人名 法人所在地 

ふくぎ会 うるま市石川 3409 番地 8 

育賛会 うるま市石川嘉手苅 961 番地 17 

中陽福祉会 うるま市与那城屋慶名 1410 番地 

与勝福祉会 うるま市勝連南風原 4902 番地 

 

■福祉部 障がい福祉課                TEL（098）973-5452 

法人名 法人所在地 

起産石川 うるま市石川東山本町一丁目 20 番 1 号 

大樹会 うるま市字喜屋武 301 番地 

 

■こども部 保育課                  TEL（098）973-5427 

法人名 法人所在地 

歩夢福祉会 うるま市勝連平安名 405 番地 1 

育守福祉会 うるま市石川東山本町二丁目 4 番 32 号 

かなさ福祉会 うるま市勝連平敷屋 198 番地 1 

栄福祉会 うるま市字栄野比 357 番地 4 

桜香福祉会 うるま市字宮里 655 番地 1 

大育福祉会 うるま市石川 2287 番地 4 

たいら福祉会 うるま市石川 2513 番地 

粒豊福祉会 うるま市字喜屋武 409 番地 4 

同仁福祉会 うるま市喜仲二丁目 5 番 30 号 

友垣福祉会 うるま市石川曙二丁目 11 番 47 号 

和み福祉会 うるま市石川白浜一丁目 4 番 51 号 

虹の色福祉会 うるま市字高江洲 794 番地 1 

のぞみ福祉会 うるま市石川伊波 887 番地 1 

ふくよか福祉会 うるま市与那城平安座 8146 番地 1 

文光福祉会 うるま市字赤野 1391 番地 1 

みどり葉福祉会 うるま市みどり町二丁目 22 番 22 号 

みのり福祉会 うるま市字大田 757 番地 

むぎの会 うるま市石川曙三丁目 3 番 10 号 

睦福祉会 うるま市字江洲 413 番地 2 

勇翔福祉会 うるま市字喜屋武 566 番地 4 

友和福祉会 うるま市字仲嶺 231 番地 

賢儀天寿会 うるま市字昆布 1832 番地 637 
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みどりの里福祉会 うるま市みどり町三丁目 8 番 3 号 

秋桜福祉会 うるま市字高江洲 735 番地 2 

育伸福祉会 うるま市字田場 1428 番地 1 

雄飛福祉会 うるま市字赤道 575 番地 
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宮古島市 が所轄する社会福祉法人 

 

■福祉部 福祉調整課                 TEL（0980）72-3751 

法人名 法人所在地 

宮古島市社会福祉協議会 宮古島市城辺字西里添 

 

■福祉部 障がい福祉課                TEL（0980）73-1975 

法人名 法人所在地 

ムサアザ福祉会（障害関係） 宮古島市平良字西仲宗根１３２７番地１ 

ユームツ会 宮古島市平良字下里２６３２番地１ 

みやこ福祉会 宮古島市平良字下里３１０７番地２４３ 

 

■福祉部 高齢者支援課                TEL（0980）73-1964 

法人名 法人所在地 

祐愛会 宮古島市平良字東仲宗根添１８００番地 

大立福祉会 宮古島市下地字嘉手苅６６０番地２ 

敬愛会 宮古島市伊良部字長浜１０２５番地３ 

栄寿の会 宮古島市平良字下里２６６２番地 

 

■福祉部 児童家庭課 TEL（0980）73-1966 

法人名 法人所在地 

ムサアザ福祉会（保育関係） 宮古島市平良字西仲宗根１３２７番地１ 

あけぼの福祉会 宮古島市平良字久貝９１０番地７ 

七草福祉会 宮古島市平良字下里２１５番地４ 

夢の家福祉会 宮古島市平良字西里７７７番地 

南風福祉会 宮古島市平良字西原１１８７番地 

ひらら福祉会 宮古島市平良字東仲宗根５５０番地２ 

太陽福祉会 宮古島市平良字下里１０８２番地４ 

真太陽会 宮古島市平良字東仲宗根７６２番地 

おおぞら福祉会 宮古島市平良字下里１３５６番地６ 

むすびの会 宮古島市平良字西里１０８７番地１ 

グロリア福祉会 宮古島市平良字東仲宗根９７番地２ 
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南部広域市町村圏事務組合 が所轄する社会福祉法人 

 

■南部広域市町村圏事務組合             TEL（098）963-8213 

法人名 法人所在地 

浦添市社会福祉協議会 浦添市仲間 1 丁目 10 番 7 号 

勢理客福祉会 浦添市勢理客 2 丁目 18 番 27 号 

広栄福祉会 浦添市当山 2-7-7 

牧浦福祉会 浦添市勢理客三丁目 6 番 10 号 

大平福祉会 浦添市大平 1-14-11 

前田福祉会 浦添市前田 1 丁目 11 番 17 号 

ゆりかご福祉会 浦添市牧港 4-1-16 

緑川福祉会 浦添市伊祖 3-44-2 

照隅福祉会 浦添市安波茶 1-13-8 

童愛福祉会 浦添市沢岻 1 丁目 11 番 6 

琉和の里福祉会 浦添市当山 2 丁目 40 番 20 号 

光輝の歩福祉会 浦添市前田 1224 番の 1 

東原福祉会 浦添市内間 3 丁目 1 番 13 号 

あずま福祉会 浦添市経塚 645 番地 2 

聖泉福祉会 浦添市城間 3 丁目 26 番 11 号 

恵の園福祉会 浦添市経塚 1 丁目 3 番 5 号 

道福祉会 浦添市城間 1-12-12 

みやぎ福祉会 浦添市宮城 2 丁目 1447 番 

糸満市社会福祉協議会 糸満市真栄里 857 番地 

志紋福祉会 糸満市摩文仁 207 

トゥムヌイ福祉会 糸満市西崎町 4 丁目 20 番地 5 

たまん福祉会 糸満市真栄里 857 番地 

青葉会 糸満市字武富 175 番地の 2 

千寿会 糸満市字真栄里 323 番地 

こひつじ福祉会 糸満市字糸満 388 番地 

はなかご福祉会 糸満市西崎町 3 丁目 91 番 1 

大潮福祉会 糸満市字潮平 741-1 

南山福祉会 糸満市字糸満 1532 番地の 1 

糸波福祉会 糸満市字照屋 435 番地 

大成福祉会 糸満市字真栄里 2041-3 

糸浜福祉会 糸満市潮平 774-1 

大地の子福祉会 糸満市字兼城 341 

がじまる福祉会 糸満市字阿波根 751 番地 7 

ちくば福祉会 糸満市大里 741 番地 13 

松の木福祉会 糸満市字糸満 171 番地 

真功福祉会 糸満市西崎 1-35-3 

光和福祉会 糸満市字賀数 218 番地の 1 

袋中園 糸満市字阿波根 567 番地 

すぎの子福祉会 糸満市字糸満 1518 番地の 1 

若潮会 糸満市字潮平 731-1 
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花ゆり福祉会 糸満市字阿波根 1557 番地の 3 

くわの実福祉会 糸満市西崎 1-12-14 

豊見城市社会福祉協議会 豊見城市字平良 467-4 

豊寿会 豊見城市字豊見城 344-5 

ゆたか福祉会 豊見城市字高嶺 589 

恵福祉会 豊見城市字嘉数 469 番地 5 

幸福祉会 豊見城市字宜保 253 番地 

そてつ福祉会 豊見城市字豊見城 197 番地 69 

地覇田福祉会 豊見城市字名嘉地 333 番地 2 

豊穣福祉会 豊見城市字翁長 647 番地 6 

むつみ福祉会 豊見城市上田 449-5 

平和福祉会 豊見城市字宜保 387-1 

健福祉会 豊見城市字根差部 288-1 

群星福祉会 豊見城市字豊崎 1 番地 389 

金努福祉会 豊見城市字真玉橋 238-1 

美空福祉会 豊見城市字饒波 1015-2 

ＫＢＣ愛育会 豊見城市字与根 520 番地 4 

南城市社会福祉協議会 南城市大里字仲間 918 番地 

仁愛会 南城市玉城字屋嘉部 200 番地 

つきしろ福祉会 南城市佐敷字新里 1948 番地 

南城福祉会 南城市大里字仲間 902 番地 1 

憲章会 南城市大里字大城 1392 番地 

鳳福祉会 南城市玉城字仲村渠 1496 番地 

新里福祉会 南城市佐敷字新里 463-6 

まきば福祉会 南城市玉城字當山 125 番地の 9 

馬天福祉会 南城市玉城字船越 939 番地 2 

あおぞら福祉会 南城市大里字嶺井 537 番地 

愛護福祉会 南城市大里字稲嶺 1997 番地 

ともえ福祉会 南城市佐敷字佐敷 230-1 

知念福祉会 南城市知念字久手堅 21 番地 

松信福祉会 南城市大里字稲嶺 2730 番地 1 

たまぐすく福祉会 南城市玉城字富里 650-1 

おひさま福祉会 南城市大里字稲嶺 2770-2 

木の国福祉会 南城市大里字稲嶺 2853-1 

高原福祉会 南城市字つきしろ 1678 番地 295 
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